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北陸における自治体の環境行政
一一事例研究（その 1) 
桂木健次
( 1 ）環境行政の一般的背景
①経由
近年のわが国の「地球環境」行政のフォーマットは，以下のとおりの経由である。
1990.10：閣議決定「温暖化防止行動計画」
C02排出の少ない ・都市地域構造の形成
－交通体系の形成等
．生産構造の形成
・エネルギー供給構造の促進
．ライフスタイルの形成
1992. 6：地球サミット
• 1993. 11「環境基本法」制定
• 1993. 12：閣議決定「アジェンダ21一国別計画：日本」
・国連「GN P改訂作業」（SEEA）への対応
②「環境基本法」
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平成5年11月に公布・施行された「環境基本法」は，その第一条（目的）で，「環境の保全につい
て，基本理念を定め，並びに国，地方公共団体，事業者及び国民の責務を明らかにする」として，
基本理念を定めた第三条は「環境の保全は，環境を健全で恵み豊かなものとして維持することが人
間の健康で、文化的な生活に欠くことのできないものであること及び生態系が微妙な均衡を保つこと
によって成り立っており人類の存続の基盤である限りある環境が，人間の活動による環境への負荷
によって損なわれるおそれが生じてきていることにかんがみ，現在及び将来の世代の人間が健全で
恵み豊かな環境の恵沢を享受するとともに人類の存続の基盤である環境が将来にわたって維持され
るように適切に行われなければならない。」と規定した。
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そして，「地方公共団体の責務」として第七条で，「地方公共団体は，基本理念にのっとり，環境
の保全に関し，国の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の自然的社会的条件に
応じた施策を策定し，及び実施する責務を有する」としている。これは「国民の責務」を定めた第
九条の規定
「国民は，基本理念にのっとり，環境の保全上の支障を防止するため，その日常生活に伴う環境
への負荷の低減に努めなければならない。
2 前項に定めるもののほか，国民は，基本理念にのっとり，環境の保全に自ら努 めるとと
もに，国又は地方公共団体が実施する環境の保全に関する施策に協力する責務を有する。」
と合わせて，地方自治体を含む「政府」に法制上の措置等を第十一条で求めたほか，第二章で「環
境の保全に関する基本的施策」として，「施策の策定等に係る指針」（第十四条）で「一 人の健康
が保護され，及び生活環境が保全され，並びに自然環境が適正に保全されるよう，大気，水，土壌
その他の環境の自然的構成要素が良好な状態に保持されること。二 生態系の多様性の確保，野生
生物の種の保存その他の生物の多様性の確保が図られるとともに，森林，農地，水辺地等における
多様な自然環境が地域の自然的社会的条件に応じて体系的に保全されること。三 人と自然との豊
かな触れ合いが保たれること。」に掲げる事項の確保を旨として，各種の施策相互の有機的な連携を
図りつつ総合的かつ計画的に行わなければならないとした他，「環境基本計画」（第十五条），「環境
基準」（第十六条）等を義務づけている。
「土也方公共団体の施策」としては，
第三十六条 地方公共団体は，第五節に定める国の施策に準じた施策及びその他のその地方公共
団体の区域の自然的社会的条件に応じた環境の保全のために必要な施策を，これらの総合的かつ計
画的な推進を図りつつ実施するものとする。この場合において，都道府県は，主として，広域にわ
たる施策の実施及び市町村が行う施策の総合調整を行うものとする。
として，基礎自治体のなすべき「施策」として，都道府県にはその所管内の広域的分野の施策の実
施と基礎自治体間の「総合調整」を規定している。これは，「老人保健福祉計画Jを基礎自治体に要
請した厚生省の場合と同様に，権限委譲を基礎自治体に下ろしていく中央省庁の傾向を見て取れる。
その「地方公共団体に対する財政措置等J として第三十九条は，「国は（その費用について），必要
な財政上の措置その他の措置を講ずるように努めるものとする。」と定めている。
行政手順としては，中央同様に，「環境審議会J を都道府県および市町村にも，「基本的事項を調
査審議させる等のため」，条例で定めるところにより環境審議会を置くことができるとした（第四十
三，四十四条）。
③「アジェンダ21一国別計画：日本」
その前文（第1章）で，
「地球環境問題は，人類の生存基盤を脅かす深刻な課題であり，各国が早急に協力して取り組
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むことが必要である。すなわち，先進国が地球温暖化防止等につき率先して環境保全に取り組む
とともに，全地球的取組に向けて開発途上国に対する支援を推進し，開発途上国の対処能力の向
上を図ることにより，国際社会全体として「持続可能な開発」の実現に向けて努力していくこと
が求められている。
我が国は，大規模な経済活動を営むと同時に，環境保全に関する経験と優れた技術を有してい
る。従って，我が国としては，良好な地球環境を将来世代にわたって継承していくため，自らの
経済社会システムを環境への負荷の少ない持続的発展が可能なものにっくり変えていくとともに，
我が国の能力を生かして，国際社会において我が国の占める地位に応じて，地球環境保全が国際
的協調の下に積極的に推進されるよう貢献を行っていきたいと考えている。」
とし，我が国として取組みを重点的に実施していくこととして，
[ 1 J 地球環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築，及び国民レベルのライフ・ス
タイルを環境配慮型に変えるための国民的な普及，啓発等に努力する。
[ 2 J 地球環境保全に関する実効的な国際的枠組み作りへ積極的に参加，貢献する。
[ 3 J 地球環境保全に向け，「地球環境ファシリティ（GEF）」の改革を始めとする資金供与の
制度の整備のための国際的取組に積極的に参画していく。
[ 4 J 環境関連技術開発の推進に努めるとともに技術移転の促進等，政府開発援助の適切かつ計
画的な実施を通じて，開発途上国の環境問題対処能力の向上に貢献していく。
[ 5 J 地球環境保全等に関し，観測・監視と調査研究の国際的連携を確保し，その実施に努める。
[ 6 J 中央政府，地方自治体，企業，非政府組織（NGO）等広範な社会構成主体聞の効果的な
連携を強化する。
を挙げた。これまでの行政手順と比べれば一歩前進が見られるのが「意思決定における環境と開発
の統合」である。それは，「環境基本法」の制定を踏まえている。
A.政策，計画，管理の各レベルにおける環境と開発の統合
環境の保全に関する施策の策定及び実施は，各種の施策相互の有機的な連携を図りつつ総合的かつ計画的
に行わなければならない。
以上を踏まえ，以下に示す取組を重点的に実施していく。
[ 1 J 政府は，環境の保全に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため，環境の保全に関する総合的
かつ長期的な施策の大綱等を記載した環境基本計画を策定する。
[ 2 J 環境上適正な土地利用を進めるため，国土利用計画法に基づき，公共の福祉を優先させ自然環境の保
全を図りつつ，長期にわたって安定した均衡のある国土の利用を確保することを目的として，国が国土
利用計画（全国計画）を策定し，国土の利用に関する各種計画の基本としている。現行の国土利用計
画（全国計画）の目標年次が1995年である ため，環境保全上適切な土地利用がより一層図られるよう
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に配慮しつつ，改定に向けた 作業を進める。
[ 3 J 政府は，経済運営の指針として長期経済計画を策定しているが， 1992年に閣議決定した「生活大国5
か年計画」では，「地球環境問題への貢献」，「環境と調和した経済社会の構築」のための諸施策を示して
おり，これを推進していく。
[ 4 J 政府は，国土の自然的条件を考慮、して，経済，社会，文化等に関する総合的見地から，国土を総合的
に利用し，開発し，及び保全すること等を目的として全国総合開発計画を策定している。現在長期的視
点、に立って国土政策の対応方策を明らかにするために現行計画の総合的点検作業を行っているが，その
中で環境の保全，国土資源の保全・利用のあり方等について検討を進める。
[ 5 J 意思決定に環境保全のための配慮、を組み込むことについては，公害対策基本法第17条や自然環境保全
法第8条等の規定を踏まえ，地域開発施策等において環境配慮が行われ てきたが，環境基本法第四条
において，施策の策定・実施に当たっての国の環境配慮規定を定めたところであり，今後とも適正に環
境配慮を行っていく。
また，事業に係る環境影響評価については， 1972年に「各種公共事業に係る環境保全対策について」
を閣議了解して以後，個別法律，行政指導，地方公共団体の条例・要綱等により行われてきた。さらに
1984年に「環境影響評価の実施について」の閣議決定を行い，国の関与する大規模な事業に係る統一ル
ールとして「環境影響評価実施要綱」を定めた。また，環境基本法において環境影響評価の重要性を明
確に位置づけた。引き続き，現行制度の適正な運用に一層努めるとともに，内外の制度の実施状況等に
関する調査研究を行い，その結果を踏まえ，社会経済情勢の変化等を勘案しつつ，法制化を含め所要の
見直しについて検討する。
[ 6 J 意思決定過程の改善に資するため，毎年，環境の状況及び政府が環境の保全に関して講じた施策に関
して，環境白書を国会に報告し，公表している。また，国民の意向を把握するための世論調査やモニタ
ー制度の一層の充実を図る。
B.効果的な法令による枠組みの提供
c.経済的手段，市場その他のインセンティプの有効利用
D.統合された環境・経済勘定システムの確立
国連「GN P改訂作業」（SEEA）への対応
これについては，前のアジェンダの第8章「D.統合された環境・経済勘定システムの確立」の
規定がある。
「環境・経済統合勘定を付加した新たな国民経済計算体系の整備を含め，環境要素が適切に評価
された指標体系の開発，整備を推進する。このため，以下に示す取組を重点的に実施していく。
なお，当該指標体系の開発については，現行の経済計画においてもこれを促進することがうたわ
れている。
[ 1 J 1991年から，環境資源勘定体系の確立のための研究を開始しているところであり，今後とも
これを積極的に推進する。本研究は，環境資源勘定のための情報整備と手法開発を進め，我が
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国の環境資源勘定体系の確立を図るとともに，国民経済計算体系に環境・経済統合勘定を付加
する手法等を検討することを目的としており，具体的には，以下の研究を行うこととしている。
付） 国民経済計算体系に付加される環境・経済統合勘定については， 1992年度から 3年計画で，
勘定の構造や環境の貨幣的評価方法等に関する検討を進め，我が国の環境・経済統合勘定の設
計と試算を行う。開発に当たっては，国連の「環境・経済統合勘定ハンドブック」に示される
基準に準拠しつつ，我が国のニーズや事情を考慮したものとする予定である。その後は，上記
試算値の完成度に応じ，次の段階の推計に移行する。
わ） 環境資源勘定については，国際的な影響も考慮、しつつ，我が国の経済活動に伴う環境負荷と
環境や自然資源の量的・質的変化との関係をまとめた物量勘定表を作成する手法，及び，これ
を経済的価値に換算する手法を開発する。また，これら手法の適用により，国民経済計算体系
に反映させるための基礎勘定の作成を図る。
付特にわが国の森林資源及び農業資源の量的・質的変化については重点的に取り上げ（ロ）と同旨
の研究を進める。
[ 2 J 勘定作成の基礎データとして，環境の状況や環境への負荷の状況，環境保全対策の実施状況
等を把握するための観測，監視，調査，解析を幅広く実施するとともに，これに係る情報シス
テムの整備を進める。
なお，「アジエンダ21の支持における地方自治体のイニシアティ 7~Jが第28章で規定されてい
る。
我が国では，環境の保全に関し，法令等に基づく規制や指導，公害の監視，測定，取締等に
直接当たるほか，各種の公害対策事業，自然保護事業等を実施する主体として地方公共団体が
重要な役割を担っており，そのために効率的かっきめ細かな実施が可能となっている。このこ
とが，我が国の環境の状況が先進諸国の中でも特に良好に保たれている理由の一つである。
日常，住民・事業者と接触の多い地方公共団体は，地域環境はもとより，地球環境問題の対応
においても重要な役割を果たしている。地球サミットを契機に，多くの地方公共団体が，”Think
Blobally, Act Locally （地球規模で考え，足元からの行動を）”の原則に立ち，地球環境保全の
視点を盛り込んだ条例，計画及び方針・指針を策定するなど地域の自然的・社会的状況に即し
た地球環境保全に向けた総合的・計画的な取組を進めている。
地方自治体が持続可能な開発を推進するための国際的な協力に関しては，地球サミットに関
連して開催された「世界都市フォーラム」にも 7都市が参加し，積極的に貢献してきたところ
である。今後とも，国際的な場も利用して，持続可能な開発に向けた地方公共団体間の連携等
を推進していく。
以上のような取組を踏まえ，政府としては以下に示す取組を実施していく。
[ 1 J 地方公共団体による自主的・主体的な環境の保全に関する施策を支援する。
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[ 2 J それぞれの地方での特色を踏まえた，「ローカルアジェンダ21」の策定を
援助し，環境保全に顕著な実績をあげている地方公共団体の表彰等，持続可能な開発に向け
た地方公共団体の取組に対し，積極的に支援していく。
[ 3 J 情報の提供等により，地方自治体レベルの国際協力を支援していく。
[ 4 J 政府間の協力において我が国の地方自治体の持つ経験，ノウハウの一層の活用を図る。
④地方自治体の全般的動向
地方自治体（都道府県・政令都市59団体）の1992年10月現在の環境取り組み調査（環境庁）によ
れば，対91年度調査と比べて 8割増の1,697件が挙げられている。そのうち，条例等の策定状況につ
いては， 1992年10月現在，条例が2つの地方公共団体（県政令市），計画が6つの地方公共団体（道
府県政令市），方針・指針が17の地方公共団体（都県政令市）となっている。
．全般的動向 ：①環境基本条例等の制定が進展
熊本県（90.10制定），川崎市（91.12制定）
制定検討中：東京都，三重県，大阪府，神戸市
②「行動計画」（地域アジェンダ）の策定
東京都「地球環境保全行動計画」（92. 5)' 
静岡県「地球にやさしい実践行動計画」（92.6) 
策定検討中：埼玉県，千葉県，広島県
．ごみ減量・リサイクル化：
．ライフスタイル，住民・企業等取り組みへの支援・誘導
このうちユニークなのが「とやま環境財団」である（後述）。
なお，「自治体の環境管理原則」はそうした取り組みの中で次第に整理されてきつつある。すなわ
ち，
基本理念
基本原則：例えば，川崎市条例第3条
①施策の総合性
②科学的予見性
③生態系への配慮、
④地球環境への配慮
⑤市民の参画と協働
行動指針：①推進体制の確立
②自主基準等の策定
北陸における自治体の環境行政
③環境配慮指針の制定，事前評価
④環境資源の把握，年次報告書
⑤環境監査実施
⑥自治体活動にともなう環境悪化の改善，損害賠償
⑦環境配慮業者，委託先の選定
③情報公開
⑨職員の環境意識の普及
⑩国際間協力と連帯
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を踏まえて行こうとする方向である。その最もモデルとなるのが神奈川県川崎市の事例であろう。
いまから21世紀に向けて第5次総合開発計画づくりには，「環境保全」「自然保護」はキーワードの
一つになっている。自分のく身辺＞において何が問題なのかを整理していかねばならない。国土利
用の大枠はまだ必ずしも定まっていない。分散型国土利用で極を分散させそれらを結び付け，その
拠点、を活性化しその波及効果を狙うか（「1村1品」運動はこの流れ），あるいはすべての細胞であ
る地域を活性化させ，これをネットワーク化しようという発想（竹下内閣の「ふるさと創世1億円」
など）で行くのか。そのいずれにせよ，一つ一つのその地域観，価値観が大切であると同時に，そ
れはこれまでのように「国家の価値観」が降りてきたものではない自分の価値観でもって国を見て
いくと同時に時代の流れを見定める先見性も必要になっている。これは，市民社会の成立と成熟を
意味する。これが「地域社会」に表現されたとき，その地域社会を誰が担うのか，また何をなすべ
きかが関われている。それは「第3次生、活圏」が認識された時点、からさらに前進した価値観を用意
していかなくてはならない。
20世紀文明の検証が始まっているさなか，地方社会がこれまで通りに「開発によるミニマムを求
める時代」から，地域の価値，地域の豊かさを求める時代に備えることが試行されてきている。そ
れは「個々の生活の豊かさ（所得）を求める発想、」とは違っている。豊かさ（所得）感覚が視角か
ら消えた地域，それは地域の環境資源の適正管理と資源配分の正常化ということであろう。地域は
クリエイテイプの中で，自然との関係を考え直さなくてはならないような「暮らし」，「生活と生産
の考え方」自体が自らのクリエイテイブの中で変わっていくような環境時代を迎えようとしている。
人間と自然の間，人間と人間の間の情報流に根ざした「コミュニケーションの時代」が来ているの
である。それは，「地域」「エコロジー」「人間の知恵」の多様’性の集積したネットワーク社会への胎
動であろう。
国家の枠組みが変わり，それに括られた「地域（region）でない世界 (interregion）への激動」か
ら「地方社会」は学ばなければならない。これまでとは違った次元にたった「地域」を考えていく
べきである。それは，たんなる「中央」に対する「分権」とは違っているはずだ。国際環境自治体
運動がいま，世界の至る「国」を超えた動きとなろうとしている。財団法人「地球・人間環境フォ
ーラム」（東京）は，環境保全に取り組む地方自治体の国際ネットワーク「国際環境自治体連合Jの
会員募集と広報活動を近スタートさせた。国際環境自治体連合は，自治体と協力して，（1）環境施策
の世界的な枠組みとなる「アジェンダ21」の地域版マニュアルづくり（2）都市部の二酸化炭素の排出
削減プロジェクトなどの推進（3）国際環境大学による職員の研修や環境情報のデータパンクづくりー
などを行い，欧米を中心に65自治体が会員になっている。
わが国では，自治労本部がこの意をいち早く理解して，自治労自治研作業委員会の報告書『環境
自治体をめざして』という報告書をまとめた（1992年）。
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⑤先進的事例：川崎市環境基本条例
(1）「総合的環境行政制度J のコンセプト
川崎市では，わが国でいち早く「JII崎市環境影響評価に関する条例」（昭和51），「地域環境管理計
画」（昭和52）を定めるなど，自治体環境行政の先陣に立ってきた。そして地球サミットの年の暮（平
成3.12）には「JII崎市環境基本条例」を制定，それに基づいて「JII崎市環境基本計画」を立てて
いる。
それは，従来の「公害防止条例」（昭47）「自然環境の保全及び回復育成に関する条例」（昭48）及
び「環境影響評価に関する条例（昭51）では，特定開発行為，産業公害等に対する個別的規制と指
導を旨としたものとなっていて，近年の「都市・生活型公害防止」には有効ではなく，「環境施策」
の広範囲化に対応する必要があり，また縦割り的行政，担当部局での個別執行では総合的施策と配
慮が欠けるということを踏まえたものである。
しかし，これには「市（職員の意識改革）」と市民の一体的な施策推進にたって，市の政策理念の
明確化（環境基本条例），市民参加と施策の具体的目標（環境基本計画），環境にかかわりのあるす
べての行政施策の総合化（市の組織），政策形成手続の再編成が要件とされなければならない，とさ
れている。
環境基本条例のしくみ
各個別条例 ト一一寸 （ 市民
公表→ ←意見｜書
j一一一一＿J i意見書
↑ i↓ 
環境配慮指針｜ ｜ 公表
次年度
｜環境施策｜ ｜ ｜ 以降計
→｜ ｜→｜年次報告｜→
｜ の実施 ｜ ｜ ｜ 画施策
ゑ へ反映
審査
環境調査ガードライン
また，環境政策の「理念」を明確にしたところに，川崎市の取り組みは注目される。
それは，ア．「環境権J の実現
イ．適正な環境管理
ウ．環境政策の優先：市のすべての施策は，環境政策を基底として，これを最大限に尊
重とすることが盛り込まれた（「総合的環境行政制度の創設に関する提言」）。このこと
は注目に価する。
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(2）環境配慮行政指針
「基本計画（素案）」第4章「環境配慮指針」によれば，環境配慮の基本的視点として，減量，循
環，持続，自立，および共生があげられ，その5つの視点、から「環境資源の適正管理」が構成され
るとしている。
そして，環境配慮指針は，
①地域別指針：地域の環境特性（臨海部・内陸部・丘陵部）を踏まえる
②事業別指針：交通系，住宅系，商業・業務系，工業系，河川改修，埋立・港湾系，廃棄物処理
系，下水道整備，公共建築物建設等各種の開発事業などへの配慮事項
③主体別指針：市，市民及び事業者が各自に立場で配慮すべき事項
から構成されている。
計画策定段階と環境配慮に関しては，以下のフォーマットを図示している。
環境配慮 卜」
環境基本計画
・望ましい環境像 I .I 環境関連施策
・環境目標 I I （指針，計画等）
・主要な環境施設 ’ 
配問 ｜ ［ 
環境基本条例 f ~：環境にかかわる個別条例等
( 2）福井県の「ふるさと福井環境プラン」
①「環境プランJ
これは平成3年9月に制定された。その「はじめに」の中では，次のように制定の意義を記して
いる。
「私たちのふるさと福井は「越山若水」という言葉に象徴されるように豊かな緑と水に恵まれて
います。
これらの優れた環境は，郷土の人々の長い年月にわたる営みを通じて，守り，育てられてきた
ものですが， 21世紀に向けて，本県の環境を保全し，さらによりよいものとしていくためには，
今後，一層の進展が予想される「都市化」や「産業活動の高度化」といった社会の変革に対し，
環境面から適切に対応するとともに，「うるおい」や「やすらぎ」に満ちた快適な環境の実現を目
指して，県民，事業者，行政が一体となった努力を進めていく必要があります。
さらに，将来の人類の生存に関わる問題として，今日大きくクローズアップされている地球温
暖化やオゾン層破壊，熱帯雨林の減少といった環境問題に対しても，これをグローパルな問題と
して座視することなく，私たちの一人ひとりが“地球にやさしい暮らしとは何か”を考え，それ
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を実践に移していくことが必要になっています。
「ふるさと福井環境プラン」はこうした背景を踏まえ，今後，環境行政を総合的，長期的視点
に立って推進するうえでの基本計画として策定したものであり， 21世紀に向けた本県の望ましい
環境像についての目標とその実現のための施策等を取りまとめています。
このプランを出発点として「美しくたくましい福井を」を基本理念とする新長期構想を環境面
から積極的に推進して参りたいと考えておりますので県民の皆様の一層の御理解，御協力を賜り
ますようお願い申し上げます。」
「環境プラン」の基本的な視点、は，このように「多様化する環境問題」，「求められる環境の質の
向上」など今後の新たな課題に対応し， 21世紀に向けて本県の環境をよりよいものとしていくため
には，環境を総合的な視点でとらえ，さまざまな分野にまたがる関連施策を長期的，計画的に推進
していくとともに，県民の日々のくらしの中において環境への配慮を高めていくことが重要となっ
ていることの背景を踏まえ，「環境の保全」と「快適な環境の実現」に向けての施策を推進する上で
の基本計画として策定するもので， 21世紀に向けた福井の望ましい環境づくりのための，県民，事
業者，行政共通の指針となるものとして提起されている。
すなわち，「プランの役割」は，
・環境の保全と創造に関する長期基本計画
21世紀に向けて，環境の保全と快適な環境の創造を進めていくための長期基本計画としての
役割を有しています。
・環境利用に際しての配慮を高めるための指針
県民，事業者の役割を示すとともに，土地利用や主要な事業計画に際しての配慮指針を取り
まとめています。
・環境保全活動や快適な環境づくりを推進するための計画
本プランに基づく各種事業の推進を図ることにより，地域の環境美化や廃棄物の適正処理，
環境保全や快適環境づくりなどの地域活動を支援し活性化させていきます。
とされ，「プランの基本理念」を
・環境資源の適切な保全と利用の推進
大気，水，土壌などの環境資源の適切な保全を図ることを最優先の課題としてとらえ，これ
らの資源が有限なものであるとの認識のもとに，その適切な利用が図られるよう諸施策を推進
していきます。
・総合的視点、にたった，より質の高い快適な環境の創造
ものから心へと人々の価値観が変化し，身近な緑や親しめる水辺など，やすらぎやうるおい
のある環境が求められる今日，快適性という視点、で環境を見つめ直すことが求められています。
そこで，今後快適な環境の実現に向けての施策を推進していきます。
・豊かな自然との共生
私たちの身の周りの豊かな自然環境の存在は地方圏に住む私たちの貴重な財産です。県土の
利用にあたっては，地域の自然環境に十分配慮し，自然との共生による望ましい環境の実現を
推進するものとします。
.地域における自律的活動の拡大
新たな環境問題に対応していくため，県民，事業者，行政がそれぞれの役割を分担しながら，
一体となって環境づくりを進める自律的な活動の拡大を推進するものとします。
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・長期的視点にたった施策の推進
環境問題の多様化に対応し，快適環境の創造を図っていくため，本プランに基づき関連する
諸施策の積極的な調整，誘導に努め，長期的視点にたって施策の推進を目指します。
【資料】
福井県の環境
1 水環境の現況
・河川，湖沼，海域…カドミウムなどの人の健康の保護に関する項目については，河川，湖沼，海域とも全
ての地点で環境基準を達成しています。一方，生活環境の保全に関する項目については，代表的な水質指標
（河川ではB0 D湖沼，海域ではCOD）でみると，一部の中小河川を除けば河川，海域では良好ですが，湖
沼の環境基準の達成率は低い状態で推移しています。
〔汚濁の著しい河！！｜〕
二夜の川，底喰川，馬渡川，磯部川など
・地下水 …トリクロロエチレン，テトラクロロエチレンなどの有害物質等について，地下水質の調査を実
施しています。その結果，一部の地域でトリクロロエチレン，テトラクロロエチレンによる汚染が判明し，
汚染土壌の除去などの必要な対策を実施しています。
2 大気環境の現況
・大気汚染 …大気汚染に係る環境基準は，二酸化いおう，二酸化窒素，一酸化炭素，浮遊粒子状物質およ
び光化学オキシダントの5物質について定められています。常時監視結果によれば，概ね環境基準を達成し
ており，良好な大気環境が維持されています。
しかし，浮遊粒子状物質，光化学オキシダントは，一時的に環境基準を超えることがあり，光化学オキシ
ダントについては，平成2年に敦賀市で注意報を発令しました。また，二酸化窒素は環境基準を達成してい
るものの，道路周辺環境では一般環境の2倍以上の濃度になっています。
地球環境問題の一つである酸性雨については，昭和52年から調査に取り組んでおり，県内でも雨水の酸性
化現象が見られています。
〔雨水の平均PH…福井市4.5敦賀市4.6勝山市4.7〕
3 悪臭，騒音，振動
・悪臭
・騒音，振動
自動車騒音については，道路に面する地域の環境基準が定められていますが，達成率は年々低くなってい
ます。
4 地盤沈下，土壌環境
・地盤沈下
園土壌環境
5 廃棄物
．一般廃棄物
・産業廃棄物
6 自然環境
・植物 …自然植生は，嶺南から嶺南を通じて日本列島における移行帯として極めて重要な植生を示してい
ます。
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また，植物相の中には日本列島の植物区系にとって重要な種類も多く含まれています。
．動物 …固有亜種であるヤシャゲンゴロウが今庄町夜文ケ池に生息するなど，学術上貴重な種や天然記念
物などが生息しています。
・自然環境保全地域 …優れた天然林が相当部分占める区域や貴重な野生動植物の生息地である区域など
を保全するため，自然環境保全地域として敦賀市池河内，池田町楢俣を指定しています。
自然環境に係る保全目標
0優れた自然の生態系を保全する。
0貴重な動植物，特異な地形・地質等を保全する。
O優れた風致景観を保全する。
0身近な緑・水・小動物とふれあえる場を保全，創出する。
O多様な森林の保全とその持続的利用を促進する。
目標実現に向けての重点課題と施策の展開
0 自然環境管理計画の策定
保全対象，保全水準を明らかにし，自然環境や野生生物の適切な保全と活用の基本方向を示す。
0 自然環境保全地域の追加
野生生物の重要な生息地，自生地，特異な地形・地質など，保全することが特に必要な地域を自然環境
保全地域として指定する。
0 自然公園計画の見直し
自然的，社会的諸条件の変化を踏まえ，自然公園の保護計画および利用計画を見直す。
0 野生鳥獣の保護対策の充実
第6次鳥獣保護計画の推進
野生鳥獣の生息環境を維持するための，長期的にわたって計画性をもった鳥獣保護政策を，統一的か
っ積極的に推進する。
指定地域の拡大
野生生物の重要な生息地，自生地，特異な地形・地質など，保全することが特に必要な地域を自然環
境保全地域として指定する。
事業者，県民の役割
＜事業者の役割＞
・開発にあたっては，自然環境の改変は最小限にとどめ，改変によって生じる裸地等には，郷土種を用い
た植栽緑化等により，積極的に自然環境の回復を図る。
・開発にあたっては，貴重な動植物の生息する地域への立地は極力避け，その保護，保全を図る。
－開発にあたっては，周辺地域との連続性のある緑地の確保により，動物の生息環境や自然景観の保全を
図る。
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．積極的に敷地内緑化に取り組むなど地域の緑化に協力する。
－事務用紙の再生紙使用や使用済用紙の分別回収の推進など森林資源の保護・育成を考える。
く県民の役割〉
・自然を損傷しない，空き纏やゴミは持ち帰るなど，自然を利用する際のマナーを守る0
・自然のしくみを理解し，身近な植物や小動物を大切にする。
・緑のもつ機能を理解し，積極的に緑化運動等に参加する。
－地域で協力して，生け垣づくりや花づくりなど，身近なところの緑化に努める0
・古紙のリサイクル活動などを通して，森林資源の保護・育成を考える。
【資料】 福井県快適環境づくり推進連絡会議
1.福井県快適環境づくり推進連絡会議設置要綱
（設置）
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第l条快適環境づくりに関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため，福井県快適環境づくり推進連
絡会議（以下「連絡会議」という。）を設置する。
（所掌事項）
第2条連絡会議は，次に掲げる事項を所掌する。
(1）ふるさと福井環境プランの策定に関すること。
(2）アメニティ・マスタープランの推進に関すること。
(3）その他快適環境づくりの推進に関すること。
（組織）
第3条連絡会議は，会長および委員で組織する。
2 会長は，県民生活部次長をもってあて，委員は，別表に掲げる職にある者
をもってあてる。
3 会長に事故あるときは，環境保全課長がその職務を代理する。
（会議）
第4条連絡会議は，会長が招集し，これを主宰する。
2 会長は，必要に応じて委員以外の者に連絡会議への出席を求め，その意見
を聴くことができる。
3 連絡会議の下に，委員の所属する課（室）の職員で構成する担当者会議を
置くことができる。
（庶務）
第5条連絡会議の庶務は，県民生活部環境保全課において行う。
（その他）
第6条 この要綱に定めるもののほか，連絡会議の運営に関し必要な事項は，
会長が別に定める。
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附則
この要綱は，平成元年6月30日から施行する。
附則
この要綱は，平成2年10月8日から施行する。
別表
福井県快適環境づくり推進連絡会議委員
総務部 企画調整室調整監，市町村課長
地域振興課長，総合交通課長，生活文化課長，
県民生活部 環境保全課長，自然保護課長，公害センタ一次長
厚生部 衛生指導課長
商工労働部 商工振興課長，工業技術課長，繊維振興課長
総合農政課長，農産園芸課長，畜産課長，水産課長，
農林水産部 漁港課長，林政課長，森林保全課長，耕地課長，
農村整備課長
土木部 監理課長，道路建設課長，道路維持課長，河川課長
河川開発課長，港湾課長，空港対策室長，砂防課長，
都市計画課長，下水道課長
教育庁 文化課長
企業庁 電気課長，水道課長，臨海業務課長，企業誘致課長
2.策定体制
；事務局；←一一一一－－~福井県公害対策審議会
；環境保全課「一－1 i 委員 33名
J福井県快適環境づくり推進連絡会議 i
関係 36課室
J福井県快適環境づくり推進連絡会議 j
担当者会議 i 
なお，福井県にはまだ「環境アセスメント」の制度化がなされていない。我が国では，昭和47年
の「各種公共事業に係る環境保全対策について」の閣議了解以来，一部省庁の通達や一部の地方公
共団体の条例等により環境影響評価が行われてきたが，その手続きはさまざまで，環境影響評価の
適切かつ円滑な実施のためには統一的なルールを定めることが必要となり，昭和59年8月に「環境
影響評価の実施について」の閣議決定を行い，以後，各省庁の通達等により，国が関与する大規模
な開発事業については，統一的な手法で環境アセスメントが行わるようになっている。
一方，地方自治体においては，国が要綱を定める前に20都道府県4政令市で条例・要綱が制定さ
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れていたが，国の要綱の対象とならないゴルフ場などの開発事業についても，環境アセスメントを
行うために， 8府県で要綱が制定され，制度化が進められてきている。（平成3年3月31日現在）
福井県でも，高速自動車道，原子力発電所，公有水面埋立てなどについては，個別法や各省庁通
達等に基づき環境アセスメントを行うとともに，ゴルフ場など環境に与える影響が大きいと考えら
れる事業については，その都度，環境アセスメントの実施を指導している。しかし，要綱や条例と
しての制度化はなされていない。
近年，ゴルフ場やスキー場等の大規模な面的開発事業が相次ぎ，また，「環境プラン」の制定によ
り，汚染を未然に防ぎ，良好な環境を次代へと引き継いで、いくことへの大切さが再認識されている
ことから，本県における制度化を行うなど環境影響評価の円滑な実施を推進していく課題が緊急に
解決されなければならなくなっている。
②環境情報システム整備の基本方向
福井県の環境行政の中でユニークな一つが，情報公開型の「環境情報システム」を構築している
点が指摘できる。その狙いとするところを紹介すると，
1）基本的視点
環境情報は，利用，活用されて活きてくるものであり，システム整備に際しては，情報の内容が地域に密
着しておりかつ多様化していること，およびユーザの中心が県民であることなどを十分に考慮し，次のよう
な基本的視点にたって整備を行う必要があります。
0技術革新を念頭におき，柔軟な枠組みのシステムであること。
0集中処理に偏らず多数の人が利用できるよう，パソコンを利用した分散管理型ネットワークシステムを
基調とすること。
0県民の求める環境情報の提示内容を常に考慮していくこと。
O事前に維持管理体制を検討しておくこと。
0出来るだけ既存システムの有効利用を図り，段階的なシステム整備を図ること。
2）環境情報システム整備の基本方向
情報の収集
。公共用水域の水質や地盤沈下等の観測結果をテレメータシステム化するなど，環境モニタリングを充実
し，より的確な情報を収集していく。
0行政機関のみでなく，広く県民から環境に関する意見や地域情報の収集を図る。
O調査研究を進め，より科学的な情報を収集する。
情報の提供
。多様なニーズに対応するためにコンビューターの機能を活用し，県民，事業者，行政に対し，現況環
境，予測などの情報を判り易く提供する。
0本システムの広域的利用のため，環境情報ネットワークの構築を図る。
情報の処理機能
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環境情報システムの機能として，以下のものを整備する必要があります。
O環境情報のデータベース機能
0画像情報処理機能
。解析・予測・評価機能
O県民への幅広い環境情報提供機能
0県民からの地域の環境情報収集機能
環境情報システムの基本的構成
以上の基本方向を踏まえて環境情報システムの基本的構成として，次の4つのサブシステムを整備して
いく必要があります。
＜水質管理システム＞
公共用水域水質測定データ，工場・事業場の届出，立入検査データ等を一元的に管理し，検索・加工・
表示を行う他，湖沼水質シミュレーション，都市中小河川の汚濁解析等の処理を行う。
＜大気管理システム＞
大気汚染常時監視データ，発生源データ等の種種の情報を一元的に管理し，検索・加工・表示を行う
他，酸性雨を含めた大気汚染の現況解析，拡散シミュレーション等の処理を行う。
＜関連情報管理システム＞
公害などの情報以外に環境に関連する自然，社会，生活・文化等の情報を体系的に収集し，水質管理お
よび大気管理システムの支援等を行う。
＜総合解析評価支援システム＞
種々のデータを用いて総合解析することにより，地域の環境特性，快適環境，環境資源の把握を行い，
ふるさと福井環境プラン，環境影響評価，環境教育等の支援をする。・環境情報システムの概念図
大気汚染等
監視システム ！ 県民 事業者 i 行政
（テレメータシステム）： （県民，事業者の意見） ：発生源情報
（県政広聴員意見 ） j社会条件情報
（県民アンケー ト，各種調査） i 各種総計調査等
広報，環境教育等＊↑ ↓意見 ； 
のための情報提供↑ ↓情報
規制業務支援
【福井県環境情報デー タベー ス】 i ：調査業務支援
（福井県環境センター ） ； ：届出等日常業務支援
→j計画進行管理支援
情報収集加工解析予測評価 ： ；施策効果の評価支援
画像情報処理情報提供 i l環境影響評価支援
↓↑ 
＊矢印は公開型パソコンネットワーク
国立環境研究所・環境庁第の ： 「緑ネット」
データベース
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なお，福井県環境センターでは調査研究報告を「年報」として発刊している。例えば，その第21
巻1991（平成3年度）では，
1 調査研究
1. 1 住民意識を用いた地域環境特性の評価
一住民意識調査結果の分析について一
1. 2 環境関連情報による地域環境特性の評価（第6報）
一環境関連データによる騒音の評価－
1. 3 福井県における酸性雨と生態系の実態について（第2報）
一土壌の酸性雨に対する緩衝性とその耐久容量について－
1. 4 福井県における酸性雨と生態系の実態について（第3報）
一樹木調査
1. 5 酸性雨の土壌に及ぼす影響の評価方法について（第2報）
一土壌カラムの量と溶出速度等の影響－
1. 6 水素化物発生一無炎原子吸光法によるひ素の定量一
1. 7 へい死魚の死因判定法について －酸素欠乏死について－
1. 8 福井県内の北潟湖と流入河川の農薬調査
1. 9 福井県三方湖で発生したアオコ -1991年の事例－
1. 10 福井城跡の濠の植物プランクトンについて
1. 11 福井県三方五湖におけるAG P試験
1. 12 地下水からのひ素検出事例について
2 ノー ト
2. 1 テレメータ・システムによる石炭火力発電所の監視
2. 2 大気中エステル類，エーテル類の測定方法について
2. 3 大気中低級脂肪酸の測定方法について
2. 4 固体燃料中の硫黄分分析に関する研究（第2報）
一木屑中硫黄分分析法の検討－
と，充実した内容となっている。
③環境教育
1.環境教育の必要性
本プランの基本理念に沿って望ましい環境を守り，っくりあげるためには県民・事業者の協力・参加を得
て環境教育を進めていくことが必要です。
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環境教育とは，環境の大切さや環境との好ましいかかわり合いについて，責任ある行動がとれるように，
学校，地域，家庭，職場などで学習し，実践していくとともに，行政などが支援するものです。県では平成
元年度に「環境教育基本方針」を策定しており，今後，次のように環境教育を推進していくこととしていま
す。
＜移動環境教室＞平成5年度実施校一覧
平成5年度は下記の9学校で移動環境教室を実施しました。内容は，
・環境ビデオの放映
・環境ノてネルの展示・説明
・大気環境測定車＜みどり号＞・電気自動車＜みどり号ミニ＞の説明
などを行いました。
清水町清水東小学校 11/11 0: 30一一一11:35 
2 勝山市鹿谷小学校 11/ 2 13: 55一一一14:40 
3 勝山市北谷小学校 11/ 8 10: 30一一一11:15 
4 勝山市三室小学校 11/ 8 13: 45一一一14:30 
5 勝山市荒土小学校 11/ 9 10: 30一一一11:15 
6 勝山市北郷小学校 11/ 9 14: 00-15: 00 
7 武生市吉野小学校 11/10 10 : 10-12 : 10 
8 松岡町吉野小学校 11/11 10 : 30一一－11:25 
9 松岡町御陵小学校 11/11 14 : 55一一一16:00 
( 3 ）富山市呉羽丘陵健康とゆとりの森整備事業
①話合いを求める市民と保護団体
「林野庁予算」は，
（公共事業）
1 治山事業
。2 造林事業
3 林道事業
4 災害復旧等事業
5 
（非公共事業）
5年生32名
6年生33名
3～6年生5名
3～6年生57名
5年生29名
4～5年生55名
5年生74名（ 2クラス）
4～6年生37名
4～6年生53名
の。印の中に，「健康とゆとりの森整備事業」を「特定森林環境整備事業」などと並んで含ませた項
目を平成3年度からスタートさせた。同事業には「生活関連重点化枠」が相当額含まれて，指定事
業場所等の趣旨は以下のとおりである。
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健康とゆとりの森整備事業
1.趣旨（新たな森林整備）
近年，わが国経済社会が高度に発展するとともに都市化が著しく進展する中で，真の豊かさの実現に向
けて，うるおいのある生活環境の形成が重要な課題となって いる。
このような中で，わが国の森林は国土の約7割を占め，国土保全や水資源のかん養等国民生活の基盤を
なす重要な社会資本としての役割を担っているが，近年のゆとりとうるおいを求める国民ニーズの高まり
から，生活環境を保全するとともに身近な自然とのふれあいの場としての森林に対する要請が強まってい
る。
このため，国民が自然の中でゆとりとうるおいを享受しつつ，心身のリフレッシュや人間性の回復を図
りうるような，豊かな生態系を有する変化に富んだ明るい森林空間を整備する「健康とゆとりの森整備事
業」を創設し，森林との日常的結びつきを強化し国民生活の質的向上に資する。
2.事業の内容
林木の密度調整や樹種構成の多様化，林間遊歩道の作設等により，国民が快適かつ安全に自然を享受で
きる自然度の高い森林空間を整備することとし，都市近郊，農山村地域等地理的条件に応じて次の各事業
を実施する。
(1）森林空間整備……...・ H ・－－受光伐，除間伐，枝討ち，林床刈払い，広葉樹・花木の植栽，渓流路の整備等
(2）自然観察ゾーン整備……自然植物ゾーン，野生動物観察ゾーン（野鳥の森，昆虫の森等）等の整備
(3）路網施設整備....・ H ・－……林間遊歩道，連絡管理道の整備
(4）防火施設整備……………防火帯，防火槽等の整備
3.事業実施主体 地方公共団体
4.補助率 1/2 （用地等取得については 1/3)
5.事業期間 1箇所3カ年
富山市呉羽丘陵における同整備事業は，富山での久々の環境保護をめぐる大きな係争問題となっ
た。呉羽丘陵の周りの市民が同事業への異議を申し立て始めたのは平成4年度にはいってからであ
る。
問題は，計画策定と実施段階で，生態学（動物・植物）の専門家が関与していないこと，同丘陵
への学術的な理解がなく，鳥獣生殖とかの生態サイクルがまったく配慮されていないとかいった，
従来から指摘されている行政手順上の問題がウラ目に出てしまったケースであった。その経由を知
る手ががりとして，公文書開示条例によって情報公開された「富山市都市開発部決裁文書：富山県
自然保護協会健康とゆとりの森整備事業についての説明会」がある。それは，「呉羽丘陵健康とゆと
りの森整備事業」の基本計画策定過程の平成3年10月21日に，富山市が富山県自然保護協会（以下協
会とする）に行った「説明会」の記録決裁文書である。富山市は，この説明会をもって基本計画策
定への「学識経験者（専門家）」の意見を聴取したという説明を，市長と富山県自然保護団体連絡協
議会との話し合い（1992/7 /24）の席で行っている。故に，この文書は呉羽丘陵を知る専門家がこの
基本計画策定への係わりを記す数少ない証拠資料である。（なお，この説明会の他に富山市緑化審議
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会への説明会も 1度行っているが，その記録を記す資料は開示されていないので，本文書が知る唯
一の関係資料となる）。
文書によると，協会に対する説明会は前述の日時に 1回だけ行われただけである。同日の説明会
は，富山県森林水産会館304号室で，協会からは会長若林啓之助氏以下14名の理事ならびに参与， 2
名の都市緑化委員に対して，富山市からは公園緑地課長藤浦氏以下5名が出席している。この説明
会は，文書の「協議の主旨」欄によると，整備計画について「自然保護の立場からの考え」を聞き
「参考意見とする」として行われている。
本件の呉羽丘陵整備計画は，富山県が市から申請された公園の中から「自然公園法」による「県
立公園J に準ずるとされた「県定公園」内における事業であり，その貴重な植生や動物相の生息区
域に手を加えるのであるから，そうした分野の専門的意見が求められてしかるべきであるが，出席
者氏名に記されている者の中には，そうした学術的な生態学・植生学の専門家は含まれていない。
このことはさておいても，現地調査を当協会に付すことなく，一回の室内の会合をもっただけで，
協会からの「参考意見」とする意見聴取とするのもいささか形式的で、ある。
「協議の結果」として，「都市近郊林としての整備が望ましく，ある程度手を入れ十分に活用され
なければならない」ということとし，「各施設について」の分散型（森に沈み込ませる）配置を但し
書きにしている。その「施設」とは，本件の「ゆとりの森整備事業」での「施設」である「散策路」
「ネ見点場」等であるのか，それとも別件の同時策定中の「呉羽丘陵環境整備基本計画」において策
定中の「城山スカイライン」「視点、場」「ゲストハウス」「城山しぜ、ん館」「植物園」などにまたがっ
て「ゆとりの森整備事業」を超えて協議されていることがうかがい知れる。こうした「説明会」が，
「ゆとりの森整備事業」の基本計画策定の行政手順において妥当であったかどうかが後日監査請求
で関われた。
なお，「協議の結果」欄には，「呉羽山道路拡幅」が取り上げられ（これも本件事業の「施設」に
含まれていない），この問題で「富山市と富山市緑化審議会と多少の意見の食い違い」があること，
協会は「（食い違いの）スリ合わせ作業」の必要を出していることの記述を通しても，この説明会
は，呉羽丘陵環境整備基本計画に係わる「学識経験者からの意見聴取」であったと断じることが出
来る。
また，市民参画の面で言うと，富山市都市開発部決裁文書「呉羽丘陵整備現地説明会」が残され
ている。この文書は，平成3年6月4日，呉羽会館2階にて，現地地元代表に対して，公園緑地課
が開催した説明会の記録である。この説明会の「協議の主旨」は，「呉羽丘陵整備事業」及び「健康
とゆとりの森整備事業」の 2つの事業の概要説明となっている。前者の事業は「呉羽丘陵環境整備
基本計画」に係わる業務を指していると考えられる。その形式的には別個の予算執行の事業の両方
の説明会に関する予算執行は妥当であったかどうかの問題が残るが，この説明会の「協議の結果」
は，「呉羽丘陵整備の推進は基本的に賛成である」（ただし各施設の計画が具体化された段階で住民
のコンセンサスを十分えてほしい）とするもので，「参考事項」によると富山市は公園内の土地の地
権者の「風致地区」指定などでの売買の制約に対し，「買い取り」（公有財産化）で対処していく考
えを示している。そうした措置で，県定公園や風致地区指定，公安林指定，鳥獣保護地区指定によ
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る呉羽丘陵の自然保護を実行していく考えであれば，公有地化した箇所の呉羽丘陵の保全には確固
とした施策で臨むことが望まれる。しかし，地元代表の「富山市への合併の目的は呉羽丘陵の観光
開発」でその履行を求めていることに対する富山市（公園緑地課）の答弁としては，「市は全力で進
めているところ」とある。呉羽丘陵は「整備J する区域なのか「開発」すべき区域なのかの富山市
の基本姿勢が出来ていない。
「富山市総合計画（1985-2000）」では，「整備」するところであるが，部局（公園緑地課）に下り
ると「開発」を容認している。なお，町村合併（昭和40）の際の旧呉羽町の合併の一条件「呉羽丘
陵の開発」は，自然保護などの環境価値を一切認識していなかった時代（約30年前）の行政課題で
あり，ファミリーパーク係争（昭和57）を経て，地域環境の保全が時代の課題になっている現代にあ
って，行政の施策も変わって行ってしかるべきである。呉羽丘陵の自然保護のあり方を確定すべき
で，そうした配慮から地元代表に理解を求める指導性が要請されている。しかるに，この説明会で
は，担当部局の公園緑地課は，呉羽丘陵の「開発」にむけた表明をなしている。
県自然保護団体連絡協議会は平成4年7月9日，富山市が呉羽丘陵整備事業で樹木を大量伐採し
た問題について，自然生態系への影響調査を緊急に行い，工事の進め方を検証する必要から野鳥保
護の会からの要請による「繁殖期の作業中断」が盆過ぎから再開を予定されているのを当分の「事
業中止」として訴えて行くことを決めた。同協議会は，幹事団体の立山連峰の自然を守る会や県野
鳥保護の会など県内11団体で構成している。同月24日正橋市長ら市側は，同協議会と話し合いを行
った。協議会は事業の一旦中止，工事の実施者に示した実施計画書などを公開し，現地説明会を開
催して検証を行うこと，既に工事を終えた個所の修復を申し入れた。
「呉羽丘陵健康とゆとりの森整備事業」にともなう
呉羽丘陵の自然破壊の全面中止を求める申し入れ書
平成4年7月22日
富山市長正橋正一殿
富山県自然保護団体連絡協議会
富山市は平成4年1月に「呉羽丘陵健康とゆとりの森整備事業」計画を策定し，その後環境アセスメント
等の調査，検討などを実施することなしに，平成3年度以降呉羽丘陵のほぼ全域にわたって整備事業と称
する大規模な開発行為を進めている。
この整備事業（自然破壊）については，すでに多くの富山市民，県民からの厳しい批判を受けているが（北
日本新開：平成4年5月3日， 5月17日， 5月29日， 6月8日， 7月4日等），富山市はそれらに対し何ら誠
意ある対応を示していない。富山県自然保護団体連絡協議会（加盟11団体）では，去る平成4年7月8日，
呉羽丘陵の現地調査を実施し，ずさんな計画に基づく大規模な自然破壊が呉羽丘陵の全域にわたって行われ
ている実態を再確認せざるを得なかった。
我々は，富山市に対してこのような無謀とも言える大規模な自然破壊を直ちに中止することを要求する。
以下に現地調査の検討結果と富山県自然保護団体連絡協議会の見解を述べる。
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記
1.富山市が策定した「整備事業」計画では，呉羽丘陵を
(1）東側斜面の丘陵景観と急斜面の保全地区
(2）景観道路沿道修景・修復地
(3）林内活用ゾーン（森・林レク的活用）
(4）農的活用ゾーン（果樹園）
(5）森林保全型活用ゾーン（自然教育的利用）
(6）生物保全ゾーン（小型動物保護）
の6つのゾーンに区分している。
しかしながら，これらのゾーン区分は生態学的のみならず，土地利用の観点からみても全く意味をなさな
い極めてずさんな区分であり，富山平野部に残された唯一ともいえる自然度の高い呉羽丘陵の立地条件と自
然環境，植物群落，植物相，動物・野鳥等の棲息環境とその保全に関する根本的理解に欠けたものである。
なぜならば，市が指定する（2）の「景観道路沿道修景・修復ゾーン」には，呉羽丘陵の中で最も成熟したア
カシデ・コナラ・ホオノキ・キタコブシなどからなる林分が成立し，重要な数多くの日本海要素が分布・生
育しているからである。
富山市は，すでにこの（2）地区と，隣接する（6）生物保全ゾーンに区分した地区に対しても，ほとんど無差別
とも言うべき自然破壊を加えている。ヒメアオキ・ショウジョウパカマ・オオイワカガミ・ヤブコウジなど
の学術的にも価値の高い植物集団は，すでにほとんど壊滅的とも言える破壊を被ってしまった。その責任は
極めて重大で、ある。
2.次に，整備事業計画にうたわれている森林の整備方法と管理方法には，呉羽丘陵の自然環境の評価に関
する重大な事実の誤認と驚くべきずさんな整備手法と称する自然破壊の方法が盛り込まれている。
第1に，呉羽丘陵の二次林はすでにかなり成熟した林分を形成しており，下層の林床には極めて数多くの
重要な，富山平野においては遺存的ともいえる植物種を随伴している。したがって，これらの林床植物種に
人為を加えることは厳に行ってはならない行為である。
しかしながら，現場の状況は極めて無惨な有り様で，ただ単に無差別に林床をブルドーザーで削り，重要
な土壌層をもはぎ取り植物の生育環境を根本的に破壊している。
第2に，整備手法に述べられている「退行遷移をうながす林床構成要素を消滅させる・・・」という説明
は，生態学的概念の根本的無理解・誤解に基づくものであり，こうした事業を実施するに当たっての誤用は
極めて重大で，その責任が問われねばならない。
「退行選移」とは，繰り返し人為が及ぶことによって引き起こされる複合的植物群落，または高次構造を
もっ植物群落の崩壊，単純化を意味するものであって，呉羽丘陵の場合にはまったく該当しない。その逆
に，成熟した二次林に関しては林床整備，下草整備などは自然破壊そのものであって，断じて行ってはなら
ない行為である。
要するに，基本計画に列挙されている手法は，平地における造園工法を当てはめたまでであって作文以上
の何ものででもない。仮に百歩譲って，これらの事業を現場の状況に即して実施する場合でも，プルトーザ
ーなどの機械力を無原則的に用いることなく，地形，植生，植物相，動物相，土壌，水脈などあらゆる環境
条件に配慮して，必要最小限の整備がごく一部の林縁部に限つてなされるべきである。
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しかしながら，これまで呉羽丘陵で実施された事業には，これらの配慮、がなされた形跡は全く見られな
しヨ。
3.従って，我々は市が施行業者に示した実施計画書ならびに指導文書の提出を求めると共に，施行計画に
基づく整備事業の実施状況に関する現地における説明を求めるものである。 8億円にも及ぶ巨額の税金が投
資される整備事業である以上，富山市はその詳細にわたり市民に説明する義務と責任がある。
4.別紙資料にも示されているように，呉羽丘陵には現在600種（代表種のみ挙げておりに及ぶ、極めて数多
くの植物， 100種以上の鳥類，晴乳動物が生存，棲息しており，この貴重な自然環境を損ねることなしに，子
孫に引き継ぐことが，富山県民，市民の重大な使命である。一部の尾根筋では大規模な土壌層の崩壊・流亡
と水源の枯渇がすでに懸念される。
富山市は，このずさんな計画を直ちに中止すると共に，すでに重大な自然破壊を行った地域・箇所に関し
ては直ちに，その修復に向けた仕業を実施すべきである。
山内都市開発部長（当時）はこれに対し，「土壌をできるだけ傷っけない，下層木を伐採し過ぎな
いなど考慮すべき点がある。指摘を踏まえ，今後の工法など部分的に見直したい。申し入れされた
方々に対し現地説明も行うが，あくまで自然の再生が目的の事業の中止は考えていない」と答えて
いる。
市相第146号
平成4年8月3日
富山県自然保護団体連絡協議会様
富山市長正橋正一
市政に対する申し入れ事項について（回答）
平成4年7月22日付けの申し入れについては，別紙のとおりお答えします。
（別紙）
（担当）市民部市民生活相談室
(TEL 43-2045) 
呉羽丘陵の健康とゆとりの森整備事業は，自然豊かな都市公園として，市民が森林浴や野鳥観察など自然に触れな
がら森林リクリエーションを気軽に楽しむことを目的に，散策路，視点場の整備などを行い，自然度の高い森林空間
として整備するものであります。
呉羽丘陵は，戦前の時期まで薪炭林として利用されてきた所であり，それが燃料革命などにより放棄された森林で
あります。森林内には，台木からぽう芽したまま手入れがされていないものが多く，森林の状態としては，決して良
い状態とは言えません。
また，人手が入らなくなり，はびこる一方の竹林は，その侵触が年間lQmも達する場所があるほど，年々丘陵全体
を犯しつつあります。このためコナラなどの他の樹木の立枯れも起きています。
以上の現況を踏まえて，森林の再整備は必要であると認識しております。森林の次の姿，将来の森林配置や林相を
選択し，そのために必要な施業を実施することは，管理者に課せられた使命であると認識しており，引き続き当事業
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を実施していきたいと考えています。
事業の遂行にあたり，自然と調和した整備を実施することが重要であると認識しているところであり，平成3年度
事業においても，自然保護の観点に立ち，整備において十分注意した所であります。
しかしながら，貴協会からの「まだまだ自然保護に対する配慮が足りない」とのご指摘を踏まえ，平成4年度以降
については，よりきめ細かく高水準の整備がなされるよう一層努力するつもりであり，次の項目について皆様のご協
力を頂き，事業に着手していく所在であります。
(1）クリ・コナラ群落について，最小限枯損木撤去とつる切りの作業は必要であると考えています。まお，下刈りに
ついては優劣の選木作業を行い，作業の効率及び安全性が図れる必要最小限の除伐にとどめたいと考えておりま
す。
(2）重機の使用は極力少なくするよう努力していきます。また着手前にはノレート図を作成しますので，ご提言があれ
ば参考といたします。
(3）貴重種といわれる動植物の保護区域については，科学文化センターとも協議しているが，補足事項があれば，参
考といたします。
(4）平成3年度実施区域の重機跡には補植をします。
以上の点について，更にきめ細かく設計及び、現場管理を行っていきたいと考えております。
自然を慈しみ守り育てるという考えは，市としても大切であると考えており，ご理解をお願いしたいと思います。
協議会では，市の回答にある「薪炭林から放置されてく荒れた森＞になっている」という呉羽丘
陵の現状把握は生態学的に間違っており，「自然度の高い森」というのはいまある（あった）成熟し
てきた 2次林であって，「整備する」というのは，生態学的に保全すべき区域の線引きを厳格にする
ことであること，現行の工事は「自然度の高い森」を「自然度の低い森」に退行させていてこの認
識がないと反論した。なお，工事工法のずさんさと監督不届きについては部分的に反省しているが，
動植物の保護区域の線引きしなおしなど，計画の全面的な見直しを早急にやるべきということを再
度市に働きかける（現行工事の問題カ所を具体的に現地説明会をもって，専門家の意見を聴取する）
ことを決めた。
また協議会には，日本生態学会会長の署名などをはじめ専門家の個人署名100件余，市民の連携署
名396件が寄せられ，こうした有識者署名にとどめず盆過ぎあたりまで6,500名（富山市人口の 1/
50相当）を一応の目標とした署名運動も展開，街頭宣伝（署名）を盆の16日を手始めに秋までに数
回行っている（署名者数4,723人）。
一方，地権者の杉谷自治会（村藤政雄会長）は市の事業の推進を求める陳情書を提出している。
陳情書では「杉谷山，古沢山はかつて先祖が下草刈りなど山地の手入れをしていた。昭和42年頃
から公用地として買収が進み，山地が放置され足を踏み入れることも困難になった。竹の根が年々
重なり繁茂し，わき水や流水のあった谷間の湿地を埋め枯らしてしまい，もともとの樹木や動植物
などが存在しにくくなった」と述べ，事業の意義を訴えている。書面では，具体的に「竹林伐採の
必要箇所J の明示を求め，そうした箇所でどうした対処をすべきかを，現地説明会で学識者や市民
（地元も含む）との間で討論検討するよう求めている。（「北日本新聞J (1992. 8 • 15)) 
北陸における自治体の環境行政 41 -
9月10日に富山市が協議会の要請に応じてもった現地説明会は，「本年度事業着手への説明会」
で，自然保護団体連協側は「まず昨年の事業を現地検証し，問題点を明らかにすべき」と批判，再
度説明会を開くよう求めることにして途中退席した。その現地説明会後に呉羽ハイツでの質疑では，
古沢，杉谷，呉羽など地元自治会から
「かつての呉羽丘陵は人々が手入れをし，子供達が裸足で遊んで回れた里山だった。現在は誰も
入れない状態で，荒れている」
と，整備の推進を求める意見書が出された。計画の見直しを求めている自然保護団体とは別の市民
グループ「呉羽丘陵の整備を憂う県民，市民有志」（のちに呉羽の森を考える会）からは，「自然の
現況についてどの程度綿密な調査がなされているのか」との質問があり，市は「科学文化センター
と相談しており，十分配慮、して残すべきものは残す」と答えたが，「重機の使用を減らすとはいえ，
広い地域で下刈などを行う事業の性格は何も変わっていない。生態学的視点からさまざまな学識経
験者を交えた慎重で綿密な調査が必要だ」と市民グループ側は主張。結局，市は「再度説明会を求
められれば検討するが，見直しすべきは見直して本年度の取り組みについて説明した。今月中にも
工事を発注したい」として譲らず物別れに終わった。（北日本新聞（1992/9 /11)) 
県自然保護団体連絡協議会は16日，富山市役所を訪れ県民，有識者4,723人の署名を市に提出する
とともに，現地での詳しい検証説明会を開くよう求めた。市側は「事業を中止することはできない」
としながらも， 26日午前10時から再度現地で説明会を行うことを約束した。協議会が求めている環
境影響調査（アセスメント）については「市科学文化センターで植物，動物などについて調査し，
これを配慮、して事業を進める」とし，実施する考えがないことを改めて示し， 9月中に事業を発注，
来月早々にも工事に取り掛かることを表明した。同協議会はこの日，県林政課と県自然保護課に対
しても，指導・対応を明らかにするよう求める申し入れを郵送した。（北陸中日新聞（1992/9 /17)) 
地元自治振興会では地権者を中心に，保護議論を避けて「賛成求める」署名を20日までに，事業
推進の立場から回覧板形式で集め始めた。この間保護団体側からは「話し合い」の呼びかけもあっ
たが，議論を敬遠する形での「対話なき署名合戦」に困惑する声も聞かれる。（朝日新聞（1992/9 I 
21)) 
資料：
「呉羽山丘陵整備事業推進を求める署名について」
呉羽山丘陵は，その周辺に住む住民や先祖が，長年にわたり，この山地の下草を刈り，不必要な雑木を切
る等して豊かな自然を育んできました。
昭和40年頃，富山市が「市民が快適で安全に自然を気楽に享受できる緑豊かな公園」を計画し買収がすす
められたために，長い間，丘陵の手入れもなく今日に至ったのであります。
その結果，繁殖に強い野草や樹木，竹等が茂り，今まで富山市民の四季折り折りに人々を楽しませてくれ
た自然環境を著しく変え，その上，蔓の巻きついた樹木が雪折れなどにより，足の踏み入れることもできな
い過密な状態になっております。又，雑草が繁茂し病虫害の発生源ともなっており，誠に憂慮に堪えない状
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況下にあります。
したがって今度の整備事業は，地元住民は勿論のこと，理解ある呉羽地区民が多年にわたって呉羽山観光
開発に対し当局に強く要望してきたところであります。
幸い昨年10月より山の整備が進められたのでありますが，自然保護団体から事業の中止について強く申し
入れがあり，誠に遺憾に存じている次第です。
山の現状からみて，一刻のよどみも許し難い心情であり，事業の推進を重ねて強く当局に求めるため，各
位のご協力をお願いし，多数の方の署名をお願いするものであります。
平成4年9月
富山市呉羽地区自治振興会
各位
市当局は26日，平成3年度事業の実施場所で現地説明会を再開した。事業見直しと説明会開催を
求めていた自然保護団体連絡協と，事業促進を求める呉羽地区自治振興会側などから約30人が出席，
お互いの意見を述べ合ったが折り合わなかった。保護連絡協は28日に市役所を訪れ，改めて実施設
計の詳細について説明を受けることとした。
現場説明会は城山の白鳥城牡から200メートル西の雑木林と，古沢地区の竹林伐採地で聞かれた。
連絡協の河野昭一京大教授が昨年刈られたヒメアオキ，クレハザサなどを指摘しながら「作業が無
差別で性急に行われている。かつて地域住民が薪炭林として利用していたときでも，もっと下層植
生を大切にしていたはず。だ、から貴重な植生が残ってきた」などと市の事業の問題点を指摘，その
上で「市民の親しめる空間はあってもいいが，手を入れていい場所といけない場所の調査を尽くす
べきだ」とした。市は，「一時の状況で判断せず，長い目で見守ってほしい」などと述べた。また間
伐後の状態の維持について「放っておけばもとの状態に戻ってしまう。市民の参加で森を手入れし
育てていくことも必要だろう J との考えを示した。
資料：朝日新聞
開発・保護で30年間揺れる
身近な緑に根強しユ愛着
「（富山市と）呉羽町が合併したのは，呉羽丘陵の開発が目的だったのに，それが進んでいない」。昨年の
6月，富山市が開いた地元説明会で，旧呉羽町の地元代表から，こんな意見が出された。
呉羽丘陵はこの30年，開発と保護の聞を揺れ動hて来た。
64年，旧呉羽町は富山市との合併交渉で，呉羽山観光道路の建設，城山の築城などを要求。
65年，予算の都合で観光道路の見合わせ決定。
67年頃，市が呉羽丘陵の買い取りを開始。
69年，都市計画公園の認可。民間による開発は不可能に。
71年，市が城山公園基本計画を策定。スケート場，スキー場，テニス場などのレジャー施設を計画。
81年，城山公園基本構想、を策定。観光開発路線を反省。
北陸における自治体の環境行政
82年，自然保護団体の反対運動の中，ファミリーパーク着工。
91年，呉羽丘陵健康とゆとりの森整備事業の 基本計画を作成。工事に着工。
92年，反対運動が起き，工事中断・．．．
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富山市は長年，地元から竹林の伐採を強く要請されてきた。が，予算の都合で，ほとんど手を付けず
に来た。そこへ， 4割の地元負担で丘陵を「整備」できる事業の新設。市には，ありがたい事業だっ
た。
補助金を出す林野庁は，（1）自然や野生動物の観察を目的とする森林を目指す，（2）遊歩道や車道を造
り，人が山に入れるようにする一ーなどの条件を満たせば事業内容の変更は一向に構わないという。つ
まり，下草や竹林の伐採などについての条件はないという事だ。
この事業は3年計画であり，予定通り行けば93年度で終わる。しかし，市が一度切った竹はその後も
管理が必要だ、。翌年以降も生えてくる竹を絶滅させるのにかかる年数を県林政課は約5年，自然保護団
体連絡協議会の河野昭一京大教授は10年かかると見る。
その間毎年数千万円の管理費が掛かるという試算もある。事業にかかる巨額な予算を「税金の無駄使
い」（上村清富山医科薬科大学助教授）と見るか，「市民の憩の場を造る経費」と見るか。
市と自然保護団体の議論は続く。根強い反対運動は都市近郊の緑地ゆえのものでもある。開発への地
元の期待もあるが，「地球規模で自然破壊が進む中，これ以上緑を失いたくない」と願う市民が数多いの
も確かである。市は少なくとも，この事実を忘れるべきではないだ、ろう。（「朝日新聞」（1992/10/3 ) 
市民グループ「呉羽丘陵事業を憂う県民，市民の会」は，自然保護団体連絡協とは別に，林野庁
長官に「市街地に隣接している割に野生度が高いといわれ，市が『生物保全を優先するゾーン』と
自ら認めた場所で，最も大きな伐採，表層土壌の剥奪が行われている。矛盾と生態学的誤認を含ん
でいる」などの内容。有志67人の署名を添え，林野庁の補助金が適正に使われているか現地視察し
た上で適切な指導をしてほしい，とする喚願書を提出している。林野庁造林保全課は「植生には地
域の特性があり，詳細は事業主体の自治体にまかせている。補助金支出先の県に地元の意志疎通を
図るよう要請した」と新聞取材に話している。県林政課は「県としても林学，森林生態学の学識経
験者に意見を聞いているが，現状の林内照度が低いのは事実で，ある程度の樹木の密度調整は必要」
との考えだが，「伐採木破砕重機の使用法，科学文化センターとの連携など，一般から指摘もあり，
今後も指導にあたりたい」と話している。また，同日までに，県林政課と自然保護課は「事業を県
自然環境保護審議会に諮るべき」とする自然保護連絡協からの申し入れに対し回答した。
自然保護課は「きめ細かい現場監督の徹底」「今後専門家による指導を受けること」など指導を行
っていると回答したが，県自然環境保護審議会については「自然環境保全方針の策定，保全地域の
指定など，法令に定められた事項などを審議するもので，個々の事業の審議は馴染まない」とした。
（北日本新聞（92/9 /30)) 
②工事再開と行政指導
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資料：
声明
研究年報 XIX巻
平成4年10月7日
富山県自然保護団体連絡協議会
11団体署名
富山市は，富山県内外の数多くの有識者，県民，市民の批判と提言に対し謙虚に耳を傾けることなく，来
る10月8日より富山富山県定公園に指定されている呉羽丘陵の自然破壊ともいえる事業を再び強行しよう
としている。
8億円にも及ぶ巨額の税金が，再びこのような計画的手順を欠いた，かつ無謀な自然破壊に投資されよう
としている。
多くの県民，市民の良識を踏みにじるこのような硬直した行為は，地球環境の時代にあって歴史的にも永
く指弾を受けるであろう。
われわれは，富山市及び富山県に対し，再度呉羽丘陵全域の綿密な自然環境評価を行うことをここに重ね
て要望する。
再開される呉羽丘陵の整備事業で，市民団体「呉羽の森を考える会」は10月6日，富山市の正橋
正一市長に対し，「今月31日に開催予定している公開討論会までは，自然林だけでも工事を一時凍結
してほししりと要望，県と市に公開討論会に参加するよう申し入れた。考える会は，「薄暗い森は荒
れていて，明るい森にすれば有効利用できる」という市の説明に疑問を挟み，「低木や下草を刈れ
ば，多様な自然が，単純で不安定になる」と主張した。その上で，（1）小鳥や小動物が少なくなり，
ヤブカやツツガムシなどの病害虫が発生しやすくなる（2）森に自由に出入りできるようになれば，土
を固め，大木も枯れる。人為的な明るい森は，こどもに誤った自然観を植えつける一ーなどと訴え
てた。
しかし富山市は 6日， 2日後の 8日から工事を再開することを明らかにした。これに反対する県
自然保護団体連絡協議会は7日にも，富山行政監察事務所に対し，行政監察を要求した。富山市は
これまで「野鳥の産卵期は，工事を中止して欲ししりという県野鳥保護の会の要望などから，工事
は春から中断していた。雪が降り始める前に伐採を済ませたいとの考えから工事再開するもので，
昨年の伐採地域（全体で53ヘクタール）を整備したあと，モウソウチクを切り，下草を刈るほか，
昨年植樹出来なかったクリやコナラ計千本を植えると説明した。 92年度の工事（41ヘクタール）は，
91年度地区の整備の完了後で， 10月下旬には着工し，遊歩道の整備も含めて， 93年3月25日までに
は終えた。
「山肌を痛めた」と批判されている重機の使用については， 92年度は（1）雨の日には使用しない，
(2）大型機械を避ける一ーなどの点を考慮するという。富山市の公園緑地課は「反対派の意見を聞い
たし，富山市の考えも説明してきた。科学文化センターと協議しながら，事業を進めたい」と話し
ている。
これに対し，県自然保護団体連絡協のメンバーの一人，富山大の桂木健次教授は「コンセンサス
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もなく生態学的調査をやらないままの工事の再開は認めるわけに行かない」と話している。（朝日新
聞（92/10/7）。
再開された整備事業は 8日，城山南部のファミリーパーク第2駐車場の上部山林（古沢，杉谷地
区）で，竹や雑木の伐採作業に着手した。反対運動による一時凍結から約3カ月ぶりの工事再開で，
この日は現場周辺で市民団体などの抗議行動はなかった。
なお，考える会事務局長は，下記の文書を林野庁に宛てている。
林野庁指導部造林保全課長
中原保久課長補佐殿
平成4年10月6日
謹啓先般は突然お伺いさせていただ、いたにもかかわらず，担当責任者から誠意ある回答をいただき，
厚くお礼を申し上げます。
早速，富山県農地林務部林政課担当責任者小杉啓一主任とお話し，我々県内外の専門家，本事業を憂う
市民代表などとの意見調整をしていただきたくお願い致しました。しかし，県自体が本事業を正当化し，
強行しようとしているのではないかとの思いを正直抱かされました。
小生としましてはこの様な騒ぎを起こすのは不本意なのですが，このままでは，貴林野庁を含くめ，富
山市や富山県などの行政当局とともに，我々の世代が，いずれ次世代や世界から大いなる批判を受けるの
ではないかと危慎するし第です。そこで呉羽の森を考える会（代表：元富山県理事の中川秀幸日本健康倶
楽部理事）を結成して，「公開討論会」を開催し，少なくとも大凡の結論の出るであろう10月末日までは2
次林だけでも事業の一時凍結を富山市にして貰い，白紙の立場から呉羽丘陵の整備は将来どうすべきかを
まず討論し，本事業助成にかなう適正なものに変更していただきたく，富山市に同封のごとき要望書を本
日提出致しました。
しかし，残念ながら，議論は十分済ませており，今年度事業の一時中止は出来ないとの堀田千鶴公園緑
地課長が文書受理に際し申されました。
なお，小生の小文を含め，地元新聞などで報道されたもののコピーを参考までに同封させていただきま
す。今回の富山市でのこの様な残念な事態が今後も生ぜぬよう，これからの書類審査には，環境アセスメ
ントを含めるものとし，複数地元専門家の意見を求め，悔いのない健康とゆとりの森整備事業としていた
だきたく切にお願いするとともに，富山市の事業においても健全な森育成のために積極的に温かで適正な
ご指導を賜りたく，過日のお礼と経過報告とさせていただきます。
敬具
上村清（かみむらきよし）
呉羽丘陵の整備事業に関連した公開討論会「呉羽の森はいかにあるべきかJ （呉羽の森を考える会
主催）が10月31日，富山市杉谷の杉谷公民館で聞かれ， 50人余りの地元住民と自然保護団体のメン
ノてーらが，率直に意見を交わした。双方はこれまで「推進」「反対Jの立場で対立していたが，この
日の討論会で，呉羽丘陵はみんなが楽しめ，しかも自然破壊につながらない開発をすべきだ，とい
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う点で意見が一致。整備の具体的方法については，今後も話し合いを続け，県や市へ提言する方向
で，検討することにした。
討論会ではまず，同会の九鬼とも子さんが，呉羽丘陵整備事業のこれまでのいきさつを説明した
あと，村藤政雄・杉谷自治振興会長が「呉羽丘陵は，われわれが富山市に土地を売ってから，既に
三O年以上も放置されており，今は荒れ放題。樹木を伐採し，レクリエーション施設を建て，市民
が楽しめる森にして欲しい。鳥や虫だけの森では困る」と，地元を代表して意見を述べた。
これに対して小島覚・富山大学教養部教授（環境科学）は「呉羽丘陵は，ピクニツクなどに利用
するための広場にしていい部分と，自然のまま残しておいて，動植物の観察に使うべき部分とがあ
る。どの場所をどう使うか決定するには，綿密な事前調査が必要だ」と述べ，事業全体に反対して
いるのではないと主張した。
また荒川良・富山医薬大助手（昆虫生態学）は「呉羽丘陵は虫や鳥などが豊富で，子供らの自然
教育の場となっている」と強調した。
上村清・富山医薬大助教授（寄生虫学）も「街の人聞は，森に飢えている。人工的な公園と違っ
て，呉羽丘陵は自然度が高く，近い将来，富山の観光の目玉となるだろう。遊歩道やトイレ，ガイ
ドブックなどを整備し，多くの人に愛される自然の森として残して欲しい」と述べた。
また奥田和夫・奥田設計事務所長は「自然の中で，老人が憩えるケアハウスをつくれば，自然破
壊の歯止めにもなる」と提案した。
会場からは「荒れた森とはどんな森なのか」「富山市の事業のやり方で，本当に昔の里山に戻るの
か」「整備によって，新たな害虫の発生が考えられるのか」など，さまざまな質問が出された。
討論の途中では，けんかごしのやり取りもあったが（非小島先生の話ではこんな場面はなかったと
いう），話し合いを続けたいという双方の姿勢は変わらず，佐々学・富山国際大学長が「松と芝を植
えればよいというのが，昔の緑化の考え。これに対し現在の緑化は，原生林を再現しようというも
のだ。だがこの技術はまだ確立されてはいない。今後も互いに勉強を重ねながら，呉羽丘陵のあり
方を模索してゆこう」と述べると，ひときわ大きな拍手がわいた。
同会では，今後も話し合いを続け，県や市に対し，「呉羽丘陵の適切な開発の方向を提言していく
方向で検討することにした。（朝日新聞（1992/11/1 ）掲載）
平成4年1月6日
正橋正一富山市長殿
呉羽の森を考える会代表中川秀幸
公開討論会「呉羽の森はどうあるべきか」の概要について
去る10月31日（土）午後，富山市杉谷集会所において「呉羽の森を考える会J主催で公開討論会「呉羽の
森はどうあるべきか」を開催しました。討論会には， 60余名の市民の参加があり，予定の2時間半を越えて
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熱心な討論が行われました。
その結果，次のような事項が一致点として明らかにすることができました。
－地元の人も整備反対グループも，森を愛する気持ちは同じ。皆が楽しめる森として手入れすることは必要
である。ただ，問題は富山市の整備のやり方が私たちの森を愛する気持ちに沿うものか否かである。
・今後は，どんな方法でどの部分に手を入れれば良いか，について賛成も反対も接点を見出す努力をして，
継続して話し合いをすべきである。
また，討論会には富山国際大学学長の佐々学氏が出席され，貴重な意見を述べられました。佐々氏が公開
の場で呉羽丘陵整備問題について発言されたのは，初めての事であり，富山県・富山市に対する提案も含ま
れた内容です。参考にしていただ、きたく，意見の概要をご報告いたします。
略
考える会が10月末に第2回の会合を開いた当日を挟んで，富山市は，富山県の行政指導に従って
岡山大学農学部千葉喬三教授を招いて現地検証会をもっている。この間，林野庁及び衆参議員の農
林水産関係の委員を含む現地調査も行われていた。そうした動向を反映してか， 11月に入ると次の
ような新聞報道が見られるようになった。
呉羽丘陵整備計画事業 富山市，計画の譲歩検討
自然保護団体などとの対立が続いていた富山市の呉羽丘陵整備事業について，岡市は6日，今年度の整備
地区だ、った白鳥城跡付近の伐採を手控えるなど，当初の計画からの譲歩を検討していることを明らかにし
た。
市によると，今年度は41ヘクタールについて，遊歩道や車道などを整備，光が十分にあたるように下草な
どを伐採する計画だが，白鳥城跡の尾根筋に向かうにつれ，伐採量を少なくする方針という。
同事業は，県自然保護団体連絡協議会などの反対で一度，工事を中断していたが先月再開。岡市杉谷の村
藤政雄・杉谷自治振興会長が，地元や市民団体などの意見をまとめて 6日，岡市職員に対し，貴重な植生の
多い白鳥城跡付近の伐採を控えるように要請した。
堀田千鶴男・公園緑地課長は「昨年度の整備は，重機を入れて丸坊主にしたとの批判を受けた。その反省
から，今年度分は，森をなるべく自然のまま整備する方針に変えた」と話している。
一方，村藤会長は「刈ってもいいところは刈るが，植生の豊かで，惜しいところは惜しい。今後も市の事
業に対し，協力すると同時に，監視を続けてゆきたい」と話している。（朝日新聞（1992/11/7 ) ) 
杉谷自治振興会（会長・村藤）が，「見直しJ を市に申し入れたと言うことは，旧呉羽町内の地権
者の聞にも次第に，「呉羽丘陵の自然価値」の認識が浸透しはじめている面もあり， 31日の話し合い
の大きな成果でもあろう。なお，吉作・呉羽区内でも，振興会内に同じ動きが出始めていた。
自然保護団体連絡協議会で現地を検証したデータでは，実際に行われている施業では施工手法に
若干の見直しがなされたとは言え，ソーン設定や伐採スポットの見直しがなされていないために，
クレハザ、サあたりが相当下草刈りをされ散策路から 5-10メートルの植生は無惨に消滅している。
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自然保護団体では，そうした見直しに関して市と県に公文書開示請求を行い，今後の一定の対応を
用意しはじめた。呉羽への問題提起は林野庁でも受け止められていて，補助金交付を県に行ってい
るにせよ，現状では地方自治体への指導には限界があるので整備に関する検討委員会をつくって指
示指針づくりの検討準備に入ったということが明らかになった（県自然保護審議会での説明）。
資料：
考える会事務局長上村清富山医薬大助教授によるメモ：
岡山大学農学部造園生態学千葉教授談（1992/11/17P Ml : 05 15) 
先日は資料など送りいただきありがとうございました。 10月31日半日だけですが，現場を見て廻り意見
させていただきました。市街に近いので，市民の森として入りやすい森にすべきだとは云いましたが，森
の保全をすべきで，残すところは残すべきだとはっきり申しました。無差別な昨年度の工事はひどくて，
もっときめ細かく，整備現場について監督させないと駄目で，機械的にやってはいけないと明言したつも
りです。私も京大の四手網先生の弟子で，吉良先生とも親しくさせてもらっており，生態学者のはしくれ
ですので，明るい森にするべきだというようなことは云っておりません。そのようなところも部分的にあ
ってもよいが，一様ではなしそうでないところとアクセントをつけるように云いました。木を切るのは
必要最小限にすべきで，部分的に切るとしても道路側5-10メートルに止め，奥にかけて間伐を少なく
し，奥は残すように云いました。また行政だけで計画するのではなく，地元の人の意見を聞くようにとも
云いました。これら所感は，メモででも出してほしいと云われていますが，忙しくてまだ提出しておりま
せんが，出すようにいたします。
以下は，県自然保護連絡協議会代表幹事が千葉教授に宛てたFA X書簡である。
千葉教授
先日は，有難うございます。まったく関係のない情報通信ネットワークのことでの講演で，御地に伺うこ
とになるとは思いもしませんでした。
さて，帰富して例の先生の文書を手配して入手しました。
－富山市に提出された「呉羽丘陵健康とゆとりの森整備事業」に関するコメント
．朝日新聞及川記者とのインタビュ記録
です。後者での先生の御発言，御剣幕の激しさ，その心中を察しできます。僕らがそうした言葉を使うとす
べて駄目にしますからつかえない言葉ですが，使ってみたいものです。
さて，コメントの方で，多少気になる点がございます。
8.そのために，呉羽丘陵の森を生態保全域と市民ふれ合いの森に明確に区別し，生態保全域は自然遷移に
委ね，市民ふれ合いの森についてはその利用目的に応じて必要な整備をすることとする。このような観点
からいえば，「富山市呉羽丘陵健康とゆとりの森整備事業基本計画」は大筋において評価できるものであ
る。
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仰るとおりですが，先日お渡しした文書をお読みされたとおもいますが「ゆとりの森整備事業」は別の
「環境整備基本計画」の施行事業の一部ですから，根元から見直しが必要です。「生態保全域」の選定設定
のための現地総合調査自体がなされておらず，なされたと言っても机上的噌意的になされているからで
す。その調査を後追い的になして，ゾーニングの改訂を，したがって工区の見直し変更をこちらは申し上
げてきています。
10.まず，強度の間伐を導入した区域は，当然その区域を何らかの目的のために整備する必要がある。その
意味で，平成3年度に施行された強度の除間伐区域はそのまま放置せず，区域ごとに，たとえばコブシの
谷とかツツジの丘のように地域のフロラを参考にした植栽を行う地域，特用林産物の導入を行う地域など
植生に特色をもたせた森として整備されることを提案する。また，植栽だけでなく，森林施業の展示や体
験などのための整備も導入されてよい。
そうした伐採区のいくつかは施設建設の候補地ですが，そうした箇所の隅々には辛うじてオオイワカガ
ミなどが（これ以上手を加えなければ）生き残れる部分も残存していることが分かりました。従って，「も
う駄目だから・・・して」というのはやはり慎重で、なくてはならない。壊して人工造園化するというのが
当局の腹ですから。このことは植栽を工事請負っている業者自身も懸念している点です。
11.遊歩道，休憩所，ビューポイントなどの整備にあたっては，除間伐の強弱をつける。すなわち，視線の
届く手前を強く間引きした疎林にし，奥になるほど除間伐木を漸減させ自然状態の林相にする。視線の届
くのは一般にmm以下であり，それ以上の地点の除間伐は不要である。このことにより，視野に入る部分
にはツツジ類など鑑賞に足る樹種の回復とその開花などが期待でき，奥部に自然状態の林相を残存させる
ことにより，植生への影響を抑える事ができるとともに，観察者からは奥行きを感じさせ，深山の趣を演
出することができる。また，尾根筋などの視点、場から視野に入る林分は除間伐を控えるか，特色ある植生
にも留意する。
散策路と脇に始まっていた林帯の間にはかなりすばらしいクレハザサの一帯がありました。まだ、残って
いる箇所も多々あります。そうした箇所などは保存修復すべきですね。だから，一律的に指示するのは危
険でさえあります。だからこそ，子細指導指示が必要なのです。
以上，おおまかに感じた貴殿のコメントの問題点を申し上げました。学術的な意見交流という観点、からの
指摘であると，御容赦してください。この後の私どもの対応をはじめ，いろいろとご指導もよろしくお願い
します。
1月24日
富山大学教養部環境科学研究室
桂木健次（FAX: 0764-33 7051) 
この係争のターニングポイントは，しかしながら実りある方向には向かわなかった。後日，この
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時期を中心にした解決機会の逸失が「行政指導」の有無，あり方として県議会及び参議院で質疑さ
れることになった。
県議会農林水産委員会
朝日新聞（93/3 /23) 
くい違う県・富山市
呉羽丘陵整備事業：行政指導の有無で
呉羽丘陵で富山市が進めている「健康とゆとりの森整備事業」について，県自然保護団体連絡協議会が，先の公開
質問状で問いただした国や県の行政指導に対する同市の対応が， 22日の県議会農林水産委で論議された。この中で県
は「これまで富山市に，きめ細かな行政指導を何度も行ってきた」とし，「行政指導はなかった」と回答していた市と
の食い違いを見せた。
同委で，太田晴久・農地林務部長が犬島県議（共産）の質問に答えて明らかにした。公開質問状は（＊），先月 9日，
同協議会が提出した。林野庁から県を通しての行政指導の内容などを問うものだが，岡市は，同19日，「行政指導を受
けた事実はない」と回答した。
（＊）「現在，林野庁造林保全課からの行政指導が，富山県林政課を通して貴職（担当部局）の方に来ているという
ことですが，その内容はいかなるものでしょうか」（2/9付の富山市長への公開質問状）
これに対し，犬島県議が「訴訟になるほど，市民の反対意識が盛り上がっているのに，県は富山市に対して，何ら
指導を行わなかったのか」と質問。
県は，林野庁から県民の意見をまとめ，修復に向けて努力するよう求められたため，同庁の承認を受けて岡山大の
千葉喬三教授（地域生態管理学）を招き，意見を聞くように同市に勧めたことなどを明らかにした。
太田部長は「県は，林政課と自然保護課が，富山市に対しそれぞれの立場から，きめ細かく多様な行政指導を行っ
てきた。指導はなかったとする同市の意図は知らないが，事実に反している」と述べた。
これに対し，山内信・富山市都市開発部長は「県を経由しての林野庁の行政指導を受けた覚えはない。公開質問状
は県からではなく，林野庁からの指導の有無を問うものだ、った。県とは，ふだんから打ち合せを重ねている」と話す。
呉羽丘陵問題参院委で質疑
林野庁長官「地元意見配慮すべきだ」
8日，参議院の農林水産委員会で，林紀子議員（共産）が富山市が進める呉羽丘陵の森林整備事業問題を取り上げ
た。 91年に林野庁の「健康とゆとりの森整備事業」の指定を受け，総事業費の半額の3億8,800万円を国が補助してい
ることなどから，国側の姿勢をただした。
この中で，林議員は「富山市は，事業に関する岡山大学教授の調査報告書を非公開にしたり，自然保護団体や地元
住民の声を聞かずに事業を進めるなどして事業を混迷させている。林野庁は，適切な指導をすべきだ」と質問。
これに対して馬場久高男・林野庁長官は「事業主体は富山市で，地方自治体の取り扱う問題だ。立ち入ることはし
ないが，事業を進めるについては地域住民の意向を十分に配慮すべきだ」と答えた。
また，林議員が「整備事業だから環境アセスメントが不要というのはおかしい」と追求したのに対し，馬場長官は
北陸における自治体の環境行政 -51-
明言を避けながらも，「自然環境の保全は重要だ。地域住民の意見を反映して事業を行うよう指導していく」と答え
た。
市公園緑地課長の堀田千鶴男課長は「事業に影響はない。これまで，現地説明会を開くなどして市民に十分話をし
てきた。開発ではなくてあくまで森の保全，整備を行う事業であり，環境アセスメントの必要はない」としている。
同 自然保護課長殿
朝日新聞（93/4 I 9) 
富山県自然保護団体連絡協議会
1団体
富山市内にある「呉羽丘陵県定公園」内の区域内における「呉羽丘陵健康とゆとりの森整備事業」については，多
くの市民・県民ならびに各方面の学識経験者等から現在も大きな批判が出されています。それにもかかわかず，富山
市当局は呉羽丘陵の自然環境の科学的な把握もしないまま同事業を強行再開し，再び「整備事業」と称した自然破壊
を進めています。このような手順を欠いた計画に対して，当協議会では環境アセスメントの実施を再三申し入れてき
ましたが，今一度，ここに最終的な要請をいたしたす。
つきましては，下記について貴職の最終的な対応（指導・指示）を示していただきたし誠意ある回答をお願い致
します。
記
1.呉羽丘陵環境整備に関する環境影響に関する環境影響評価委員会を早急に発足させること。
なお，委員会の性格が偏らぬよう学識経験者の中に，富山県自然保護団体連絡協議会などの複数の市民団体から
の委員を含む。
2.平成4年度の事業を始める前に，呉羽丘陵の自然環境を十分把握した上で，環境アセスメントを実施し，計画全
体の見直しを行うこと。
以下は，富山市長の「市政に対する申し入れ事項について（回答）」である。
富山県自然保護団体連絡協議会様
市相第 277 号
平成4年1月24日
富山市長正橋正一
市政に対する申し入れ事項について（回答）
平成4年11月16日付けの申し入れについては，別紙のとおりお答えします。
1及び2について
（担当）市民部市民生活相談課
( T E L 43-2045) 
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呉羽丘陵の環境彰響評価につきましては，市議会等でお答えしているとおり， 2の事業は開発とは考え
ておらず環境影響評価の必要はないと考えています。
地元では，杉谷区の地権者や住民がユニークな運動を始めていた。
平成4年11月10日
杉谷住民各位様
1家族1本＜緑を山に＞返そう！！
をテーマに，親子三代ハイキングを楽しみましょう。
杉谷山の緑地開発の構想にともない，杉谷地区に於きまして，自治会及び公民館の主事により，杉谷山野
散策を兼ねて「どんぐりの実」拾いの行事を行いますので，ご家族皆様（親子三代）揃って参加致しましょ
フ。
主旨
市の緑地開発計画を機会に，先祖代々続いてきた杉谷山を散策し，親子揃って故郷を学び，特に子供たち
の心に緑の大切さを少しでも体験していただくためにも，今回は「どんぐりの実」を拾って家に持ち帰り，
庭先で稚苗に育てて，来年再び、山へ行き植樹して，緑へ戻し，先祖代々の杉谷山を自分の植樹した樹木を通
して，人一倍自然を愛する心を持とうというものです。
住民，ご家族皆々様の参加ご協力を宜しくお願い致します。
日時
集合場所
11月22日（日）午後1時～
杉谷公民館前広場
主催：杉谷自治会・杉谷公民館
共催：杉谷各種団体
呉羽丘陵遊歩道整備など提案
「呉羽の森」でディスカッション
伐採に富山市批判も
……杉谷自治会長村藤政雄…・…・・
呉羽丘陵について話し合うパネルディスカッション「呉羽の森をいかに整備すべきか」（呉羽の森を考える
会主催）が13日，富山市吉作の呉羽農協選果場で聞かれた。 10月についで2回目の集まりで，将来の呉羽丘
陵に対する具体的なビジョンが，いろいろ示された。
まず，中川秀幸・元富山保健所長が「近年，コレステロールの高い若者が増えた。運動不足とストレスの
解消，心のやすらぎのためにも，車道を通らずに頂上までいける遊歩道を整備すべきだ」と指摘した。そし
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て，遊歩道以外の道に踏みこむと，土壌が痛むだけでなく，山火事の恐れもあると警告した。
続いて小原英雄・富山大ムササピ研究会代表は，呉羽丘陵にすむムササビの生態を説明し「人工的な公園
ではなく，本来あるべき姿の森と，そこにすむムササビを観察することで，子どもに自然とのかかわりを教
えることが出来る」と話した。
一方，地元からは村藤政雄・杉谷自治振興会長が「街づくりにもっと，木の文化を取り入れるべきで，呉
羽丘陵は，そのメッカとすべきだ」と主張したのに対し，森吉雄・梨選果場長は「長年待ち望んだ、整備なの
で，とにかく，事業にプレーキをかけることだけはしてほしくない」と話した。
会場からも「富山市は自然教育の場として使おうと言うが，児童教育の専門家が加わっていなしり「行政
は，どこに何がある，といった細かい調査はしていないのでは」などの意見が出された。
桂木健次・富山大教授も「市総合計画の審議委員として，一緒に案を練ったスタップに，反対を唱えるの
は悲しい。しかし現実は，開発してもいい場所ではなく，手を付けるべきではない，貴重な部分ばかり伐採
している」と市のやり方を批判した。
同会では，ディスカッションの結果をまとめ，再度市に提言する方針。
「朝日新聞」（1992/12/16)
③監査請求
原田尚彦『地方自治：その法のしくみ』（学陽書房）によると，監査請求と住民訴訟を行うことの
できる「決算の手続」には，
監査委員と監査制度：
(1）地方公共団体の財産は，究極的には地域の納税者の拠出にかかる信託財産であるから財政支出や
財産管理は，住民の付託にそって適正かっ効率的に行われる必要がある。
違法・不当な財政行為によって，納税者の利益に反することがあってはならない。
そこで地方公共団体の財政上の行為や財産管理の適正を期するために，各地方公共団体には監
査委員（都道府県および政令市には 4人，町村には 1-2人）がおかれ，財務監査にあたるべき
ものとされている（195条）。
監査委員は，監査の結果，出納事務，契約その他支出負担行為，債務負担行為，財産管理行為
に違法または不当な点を発見した場合には，長，議会その他関係機関に対しその是正のために適
切な措置を勧告する。又，必要を認めるときは，地方行政の組織や運営についても意見を述べる
ことができる（同9項）。
(2）地方財政の健全化は終局的には住民の監視によって実現すべきことであるから，現行法は，上述
の一般監査と，請求による監査のほかに，直接，住民からの要求による監査の制度を設げている。
その一つは，直接請求による事務監査の請求である（75条）。地方公共団体の機関の事務の執行
に関して疑惑がある場合に，住民は選挙権者の50分の l以上の連署により，事項をしめして監査
委員に対し監査を請求することができる。
もう一つは，住民監査請求である（242条）。この制度は，地方公共団体の長，委員会もしくは
研究年報 XIX巻
委員その他職員が，違法または不当な公金の支出，契約の締結，財産の管理などを行い，地方公
共団体に財産上の損害を及ぼしていると認められる場合に，当該行為をやめさせ，あるいはそれ
によって地方公共団体に生じた損害を回復させるために，住民が疑惑のある具体的行為を指摘し
て，監査委員に対し監査を求めるものである。住民監査請求は，事務監査請求と異なり，具体的
に違法不当な事実を指摘して行うこと，および住民が一人ででも請求できるところに，その特徴
がある。
こうして本件は，住民監査請求とするところとなったD
受付番号 No.146号
富山県富山市職員措置請求書
富山市長措置に関する監査請求の要旨
請求の要旨
富山市が現在呉羽丘陵において実施している「呉羽丘陵健康とゆとりの森整備事業」について，左記の点
について違法もしくは極めて不当である。よって，この点について監査するとともに，必要な実施調査など
をおこない，それに基づいて計画と事業内容を変更し，また適切な施工方法に改め，富山市民の貴重な公有
財産である呉羽丘陵の管理の改善を求める措置を取るよう要請する。
? ?? ?
（一） 随意契約の違法性
本件事業に基づく工事は，現地の植生・地形・土壌・動物相などに関する実態調査をもとに，これに即し
た工事設計が必要であるところ，これが実施されていない。したがって，鯛日本緑化センターとの基本設計
の業務委託契約および婦負森林組合との建設工事請負契約は，いずれも地方自治法等に定められた随意契約
の限度額を越えている場合に使用される「特定の者と締結しなければ契約の目的を達することが出来ない場
合」に該当するものとはいえない。よって富山市長が随意契約として行った前記の各契約に基づく公金の支
出は違法である。
（二） 本整備事業の実施状況は，極めて乱雑な手法による伐採と処分であり，林床草木や低木層の樹木に至
つては，植生等への専門的知識と手法を備えた施工を行うべきところ，これとはほど遠い施工が行われてい
る。これは県定公園内での施工法として適切とは到底言い難い。同時に，公有財産の管理・処分について定
めた富山市公有財産管理規則第一二条等の規定に基づく管理・処分としては，違法もしくは不当であり，適
正な財産管理を怠るものである。
二請求者
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平成四年一二月二十五日
富山市監査委員
山田 潔 殿
高城清治 殿
山下 勉 殿
和田輝人 殿
請求項目
( 1 ) 公金の支出に関する監査請求
(1-1) 日本緑化センターへの業務委託の適正について
富山市は，「健康とゆとりの森整備基本設計」の業務委託を働日本緑化センターに対して行い，「業務委託
契約書」を取り交わした。本契約は「随意契約」であるが，これに支払う業務委託料は1998, 2万円で，地
方自治法第234条第2項に定める「随意契約」を行うことのできる限度額を定めた地方自治法施行令第167条
の2の別表第3の金額に準じて定められた富山市契約規則第20条の（6）「前各号に掲げるもの以外のもの50
万円」を上回っている金額であるが，いかなる法令ならびに規則に基づいて随意契約をなしえたのかをまず
第一に監査願いたい。仮に本契約の業務が前規則同条に定める最上限額の（1）「工事又は製造の請負」と解釈
したとしても，その定める130万円を上回っている。地自令前条第2項の規定「契約でその性質文は目的が競
争入札に適しないものとするとき」に該当すると解釈されたと判断されるが，本件の工事契約の場合，こう
した規定が適用されたのが適正であったか否かの監査をお願いする。また，随意契約によろうとするとき，
富山市契約規則第22条にしたがって，なるべく 2人以上の者から見積書を徴さなければならないとされてい
るが，そうした手順がとられていなくても適正であるのかどうかも明らかにされなければならない。もとも
と，「随意契約」とは「競争入札」の手順を省く特例として，限度額以内の事業に限り，その選定業者でなけ
れば当該事業をなす特殊技能を持ち合わせていない場合に適用される性格のものである。しかるに，「健康と
ゆとりの森整備基本設計」に関する特殊技能とはいかなるものであろうか。
さて，当委託業者が納品した「健康とゆとりの森整備基本設計」に基づく「呉羽丘陵健康とゆとりの森整
備事業基本計画報告書」ならびに「同基本計画付属資料集」では，前規則第31条に規定した監督を行う職員
が工事の請負契約に際し，当該契約の適正な履行を確保するにたりる職務を行うために必要な「細部設計図」
「原寸図」等の作成を遂行したとは甚だ疑問である。制日本緑化センターが作成し富山市が「基本計画」と
して策定した本事業の作業は，主意の概説で前述したとおり，現地における具体的な施工指導書（文書・図
面）の一切を欠き，一般的な「工事特記仕様書」しか存在しないという点にとどまらず，計画におけるゾー
ン設定に関しても，独自の事前植生調査などの現地調査とそれに基づく環境評価をなしたとは言い難い。そ
うしたゾーン設定ならびに視点、場・散策路・伐採箇所選定などは，別途の「呉羽丘陵環境整備基本計画」に
依拠したに過ぎない。なお，この「環境整備基本計画」自体，環境影響調査はもとより，植生図・地形・土
壌・動物相といった現地実態調査を行って策定されたものではない。
請負者が契約に基づいて納品した基本設計は，極めてずさんな設計書（添付資料－10）であり，請負者がそ
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の作成の責務を果たしているとは到底言えず，かくもずさんな「健康とゆとりの森整備基本設計」に 1998.2
万円という巨額な支払いがなされたというのは，公金の支出・管理・処分において適正であったかどうかは
なはだ疑いをはさまざるを得ないので，貴職の厳正な監査を請求する次第である。
(1 2) 婦負森林組合との建設工事請負契約の締結について
建設工事請負契約については，下記の通り平成3年度と 4年度にわたって間伐等で婦負森林組合（請負金
額；両年度計11,330.9万円）をはじめ，視点、場造成，散策路整備，植栽等について総計51,786.34万円にのぼ
る金額が，それぞれ個別になされている。うち，とりわけ婦負森林組合とは何らの施工計画書（文書・図面
の一切）の不備のままで，随意契約として交わされている。
略
( 2 ) 公有財産の管理・処分に関する監査請求
「富山市公有財産管理規則」第12条の規定に基づき，公有財産の管理及び処分の適正を期するため，その
所管に属する公有財産について，その状況（呉羽丘陵県定公園内のすべての立木の樹種，本数，商品価格と
具体的処分内容）に関する試料の報告を求め，実地調査をし公有財産は台帳及び付属の図面と符合するかど
うか，管理と処分が適正であるかどうか検査されなければならないが，その点に関する厳正な監査を願いた
し＝。
県民並びに市民の共有財産である県定公圏内の，とりわけ市有地内の立木調査（樹種ごとの在積量，市場
価値の算定に必要）がなされないままに，対象地域内で，樹木の伐採が行われているが，伐採された樹種，
本数並とその市場価格が明らかにされ，さらにそれら伐採樹木等の具体的処分内容（売却と消去）が適正に
なされているかの監査を請求する。
添付資料－17
．「呉羽丘陵健康とゆとりの森整備事業基本計画報告書」とその問題点
本基本計画・基本設計報告書は，働日本緑化センターが富山市の委託により平成4年1月に作成したもの
である。その序文において
「富山市の西部に大きく残る呉羽丘陵の森は，市民のみならず県全体からみても，極めて貴重な緑であ
り，これを現代にどう位置付け，後世にどのような姿で残すべきかが，今問われている」と，高らかに宣言
しているにもかかわらず，呉羽丘陵の自然環境の評価と基本計画の内容は誤りも多く，極めてずさんで，全
く評価に値しない代物である。このような基本計画に基づいた基本設計は，さらに作文以上の何物でもな
し） 0
すでに指摘したような大規模，無差別の自然破壊がこのようなずさんな基本計画・基本設計に基づいて実
施されたとしても何ら不思議ではない。
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1.富山市の自然環境に関する評価と問題点
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富山市の自然環境と植生・動物相の評価（報告書 P.4～7）では，「対象地域が温帯林に属し，クリ，ケヤ
キ，エノキ，ブナなどが主な林木であり，一部にタブ，シイ，アカガシ，ヤプツバキなどからなる暖地性照
葉樹林が発達する」とある。植生図，動物相の断片的な一覧表と併せて，他の出版物からの転用と思われる
が，出典は明らかにされていない。
呉羽丘陵の“森”の評価に関しても，「富山市唯一の緑豊かな環境であり“森”である呉羽丘陵の保護が重
要である」（p .13），と指摘する一方で、「レクレーション空間の供給を目指す本事業の役割は大変大きい」と
述べるなど，極めて矛盾に満ちた視点、を展開している。対象地域において最も適切なレクレーションとは何
か，その内容が問われているにもかかわらず，それについては何ら言及されていない。
2.呉羽丘陵の概況と自然環境の評価に関する問題点
呉羽丘陵の概況の評価に関しても，極めて多くの問題点を含んでいる。例えば，「呉羽丘陵は，富山平野の
中央部に位置し，面積約480haで，北東～西南に長さ約6.0，巾約0.6～l.Okmの細長く横たわる丘陵である
が，事業として整備する区域は，城山，呉羽山の235haである」としている。
「整備の対象地域内には市有地と私有地がモザイク状に混在しているが，呉羽山地区には市有地が多く，
その中には墓地や寺社林も多く，公的な計画にたいして，開発側でなく担保できる（意味不明ー原文のまま）
可能’性が多しり，と断じている。一方，「城山地区は，尾根筋を中心に北西側に市有地が広がれ丘陵を縦断
するベルト状をなしており，丘陵の南東部の急斜面は，多くが私有地であり，防災的な面も含め，森林の保
全面での問題があるので，早期に市有地とし，一体的な整備と管理が望まれる」と主張している。さらにま
た「私有地の多くは，小規模のものが多く，森林の管理は大半がなされておらず，放置された状態で森林の
荒廃が進み，管理面等多くの問題がある」としている。
ここでいう一体的な整備と管理とは，具体的に何を指すのか。「森林の荒廃が進んでいる」としているが“荒
廃”とは一体何を具体的に指すのかが明かでない。私有地であれば，公費を投じて“整備・管理”をすると
いう名目も成立せず，具体的な論点、がはっきりしない。さらに，今回の事業で壊滅的な破壊をこうむったの
は，市有地内の落葉樹を主体とする二次林であったことをここに重ねて指摘しておきたい。
3.地勢の評価に関する問題点
自然的条件の中の地勢（p .19）に関しては，呉羽丘陵の東縁部には100年間に20～60cm程度の“ずれ”を
生じている活発な“活断層”の存在を指摘し，「断層付近の地層や岩石は，破壊され，侵食されやすい状態に
なっている」とされている。従って，正にこうした不安定な地形・地勢の上に存在する植生の保護は，防災
上からみても極めて重要であることは明白である。整備・管理の名の下に，植生を伐採，はぎとる等の行為
は厳にいましめなければならない。
また，地域全体の景観を保全する上からも，こうした地域の植生保存は極めて重要となる。
4.植生の評価に関する問題点
呉羽丘陵の森の植生の区分は，「概観調査＊から大きく以下の4つに区分される」としている。
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①沢筋や丘陵の裾野部分に植栽された「モウソウチク林」
②モウソウチク林と同じところに植栽された「スギ林」
③スギ林の分布域の上から尾根筋にかけて分布する「雑木林」
④スギ林や雑木林にモウソウチクが侵入し，竹林に移行しつつある「モウソウチクの移行林」
（＊以上，基本計画報告書原文のまま，概観調査とは一体，どのような調査なのか，よくわからない）
の4つである。「モウソウチク林」は，山裾や谷筋にごく限られていたものが，笥の採取が減り，放置されて
以来，その分布域を広げた」と記述している。かつて，呉羽丘陵が薪炭林として最も利用されていた時期に
は，アカマツ・ヤマツツジ群落が部分的に発達していたとみなされるが，アカマツ林の減少，耕作地の放棄
によって，モウソウチクの被覆面積が拡大した可能性が高い。しかし， 1945年（太平洋戦争が終了）以前
と，以後1992年までの変化を注意深く跡づけてみると，必ずしも以前と比べて，モウソウチクの被覆面積が
極端に拡大したとはみなし難い。
「モウソウチク移行林」の記述の中に「モウソウチクはどんどん隣地に侵入し，他の植生を被圧し，その
分布域を広げており，その侵入速度は1年にlQm以上にも及ぶ」とあるが，はたして高木よりなる植生に年
間lQm以上にもわたって，モウソウチクが侵入するなどという事実があるであろうか。「このままでは呉羽丘
陵全域に渡って森がモウソウチク林に取って変わる可能性がある」という。植物生態学の常識から言って，
このような植生遷移が，しかも短期間に起こるとはとうてい考えられず，信じ難い誤った記述である。
しかも「林の種組成はモウソウチクの侵入度合によって異なり，侵入の比較的新しい所では，高木層はモ
ウソウチク，コナラ，コブシ，エゴノキ，アズキナシ，ヤマザクラ，リョウプなど，中木層（何を指すのか
不明一新用語か？）ではソヨゴ，ヒサカキ，リョウプ，コシアプラなど，低木層ではコナラ，ムラサキシキ
プ，アオキ（明らかにヒメアオキの誤り），イヌツゲ，ヒサカキ，シロダモ，タラノキ，ホツツジ，ウスノ
キ，ヤブコウジ，サルトリイバラ，マルパノフユイチゴ（ミヤマブユイチゴの誤り？），ミツバアケビなど，
草本層ではチゴユリ，ショウジョウパカマ，シャガなどが生育する」とある。このようなモウソウチクを含
む極めてありえない植物組成をもっ群落が，はたして呉羽丘陵に存在し得るであろうか？。モウソウチクの
ような陽性植物が，これらの陰樹や，陰性植物と一時的にせよ共存できる条件は一体どのようなものか。生
態学の教科書を書き換えるような一大発見（？）と言わなければならない。感覚的記述は，如何ようにも出
来るが，少なくとも科学的基礎がない誤った記述は，一般の市民・県民を極めて誤った理解に導くものであ
り，厳にいましめなければならない。
「“雑木林”は，呉羽丘陵の中で最も大面積を占める」とある。ここで「雑木林」とひとくくりにされてい
る落葉樹を主体とするこ次林は，その組成の上からは極めて多様な成熟度のものを含み，単純ではない。環
境庁が策定した植生区分の植生自然度10段階の内，植生自然度⑦：クリ・ミズナラ群落，クヌギ・コナラ群
落等の代償植生地区に明らかに相当するが，下層の低木層，草本層に随伴する植物の種の中には，リョウ
プ，タニウツギ，ヒメアオキ，ウスノキ，ホツツジ，チマキザサ（クレハザ、サ），ショウジョウパカマ，ツル
アリドウシ，ツルリンドウ，オオイワカガミ，ヤブコウジ（添付資料－171，城山植物群落組成表；添付資料
17-2，代表的な呉羽丘陵の植物相構成表）などが含まれることから判断して，植生自然度⑧のブナ・ミズ
ナラ再生林など，代償植生であっても特に自然植生に近い要素を林床相に豊富に含んだ状態にあることを示
している。特に，ヒメアオキ，ヤブコウジ，ツルアリドウシ，オオイワカガミ，ショウジョウパカマ，（添付
資料－17-3，ヒメアオキ個体分布図）は，密度が高く，極めて価値の高い群落を形成していたが，その中核を
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なす大半の部分をすでに，平成3年度に実施された大規模な林内の破壊によって喪失してしまった。近年に
おける日本海域平野部の残存自然植生並びに考古遺跡から検出された植物遺体の調査からみて，富山平野に
おいても，呉羽丘陵から射水丘陵にかけて，かなりの規模の落葉広葉樹を主体とする植生が発達していた可
能性が高く（添付資料 174，縄文の植生像；添付資料－17-5，富山県南太閤山 I遺跡の花粉分析；添付資料
-17-6，富山県南太閤山 I遺跡出土の種実遺体；添付資料 17-7，富山県南太閤山 I遺跡試料花粉分析；添付
資料－17-8，富山県南太閤山I遺跡出土の種実遺体（ 2）；添付資料－17-9，野田A遺跡・東山I遺跡出土木
炭の樹種；添付資料－17-10，富山県の考古遺跡における大型植物遺体の検出状況），その意味でも呉羽丘陵
の現存植生の価値は極めて高い。しかるに，基本計画書には群落構成種の中で極めて重要なオオイワカガ
ミ，ツルアリドウシ，ツルリンドウ，トキワイカリソウが欠落するなど，極めて不正確な記述ばかりで，綿
密な現地調査に基づくものとはとうてい考えられない。基本計画書作成に関する公金支出の正当性が問われ
なければならない。
上述したような視点に立ってみると，基本計画書 p.24にある現存植生図は，極めてずさんなもので，何
ら必要な生態学的情報を含んでいない。添付資料－101に指摘されているように，通常植生図（相観植生
図，または植物社会学的現存植生図）と併せて，常在度表，識別表，主要植物目録およびその分布図（貴重
種がある場合は 1/1000の図を添える），評価基準とその設定理由，貴重種に対する影響予測と具体的な保全
計画，事業予定地の「みどりの量」の変化と具体的な植栽・緑化計画，工事中・供用後の影響回復予測と具
体的保全対策またはモニタリング計画などが最低限必要になる。呉羽丘陵植生図の場合，このいずれもが満
たされていない極めてずさんなものである。
5.昆虫相の評価に関する問題点
基本計画書には，独自の調査結果等は全くなく， 1980年3月の呉羽丘陵自然環境調査報告書（城山）及び
1982年3月の呉羽丘陵自然環境調査報告書（呉羽山）による調査結果を単に引用し，城山で400種，呉羽山で
465種の昆虫が記録されていると述べられているに過ぎない。
しかし，当協議会の鈴木邦雄（添付資料－17-11）によると，この丘陵には少なくとも 3万種程度の昆虫が
生息していると推定され，その数字を 3分の lに抑えて推定したとしても少なくとも l万種の見虫が生息す
ると予想されている。このように，呉羽丘陵は最近の急速な環境破壊の進行する中で，富山平野の平地～低
丘陵地に生息する多くの生物種に重要な生息地を提供してきたが，今日ではこのような場所はほとんど消滅
してしまった。それだけに，この丘陵の自然環境に対して，これ以上の人為的な撹乱を加えること厳に慎ま
なければならない。
丘陵の近隣には，ナシ園等の果樹園や農耕地も存在し，果樹の送粉に貢献する数多くの昆虫も生息する。
こうした隣接地域に与える長期的にみた見虫相破壊への影響をも配慮した綿密な調査が必要とされている。
しかるに，他の調査報告書の引用だけでお茶をにごした見虫相の評価は，富山市が本基本計画作成のため
の公金支出の主旨にも反する，極めて市民を愚弄した行為と断ぜざるを得ない。
6.鳥獣の評価に関する問題点
呉羽丘陵自然環境調査報告書（1982. 3 ' 1983. 3 ）は，それぞれ1年間だけの調査報告であり，調査回
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数も 2回程度，調査時間帯も鳥類の活動が比較的少ない日中に設定されたものが多い。そのため，調査結果
は表面的なことを述べているにすぎない。城山26科60種，呉羽山24科68種（55種という記載ミスあり），呉羽
丘陵全体でも30科79種という報告は，富山県野鳥保護の会の調査による34科144種に比べて半数強であり，全
体を把握しているとは言い難い。
また，確認された総個体数として，城山4,617，呉羽山 2,236とあるが，これはラインセンサス調査の結果
であり，月別・季節別変移の指標となるが，その全域の総数とはならない。しかしながら論述では，あたか
も総数を表したような記載であり，誤解を招く。
次に種類数の月別変移，個体数の月別変移のグラフにより，年間変移の傾向は示されてはいるが，この地
で越冬する鳥類の多〈が，植物が繁茂する低木層を生活圏として利用しており，観察の機会が少なくなる。
そのため，ラインセンサス調査によって実数を正確に把握するのは，極めて困難である。
論述には，以上のような問題点、が指摘できるが，それ以上に重要な点は，調査結果が深く検討されていな
いことである。鳥類の環境別利用形態などの調査が不十分であるため，今回のような大規模な伐採により，
どのような影響がでるかといった重要な点までは言及されていないし，推測する方法もないことである。
添付資料 17-12（「富山市呉羽丘陵の鳥類について」）の中でも指摘されているように，呉羽丘陵の鳥類相
の特筆すべき点は，富山県に生息する森林利用の鳥類の86%,94種が記録され，なかでもワシタカ科・ハヤ
ブサ科・フクロウ科といった食物連鎖の頂点にたつ種類が多いことである。このことは，呉羽丘陵が狭い面
積でありながら，バランスのとれた優れた自然環境であることを物語っている。
また，呉羽丘陵は平野部に突き出た半島状の地形となっており，鳥類の渡りのコースをいくつも集約して
いると考えられる。このため鳥類の繁殖地として重要であるばかりか，渡りの中継点・越冬地として県内で
も有数な生息地となっている。鳥類の保護については，繁殖地だけではなく，中継地・越冬地を守ってはじ
めて達成される。このことは今や世界的な常識である。
したがって，呉羽丘陵の自然は決して独立したものではなく，富山県全体の自然と深く関わっている。鳥
類の面からみた立山の自然は，呉羽丘陵など山麓地帯によって維持されているといっても過言ではない。私
たちは呉羽丘陵の自然がもっている価値を，充分に理解しなければならない。
以上のような視点からみると，基本計画書に記述されている内容は，あまりにおざなりでずさんなもので
あると言わざるをえない。
7.景観の評価に関する問題点
計画書（p . 31）に記述されている景観の評価は極めて皮相的なものである。「竹林の景観そのものは決し
て悪いものではないが，丘陵全体が竹林となってしまっては景観として問題となる。この竹林とスギ林を生
かしながら，丘陵の植生である雑木林の季節感あふれる景観を作り出すことが課題となる」と述べている。
1945年の太平洋戦争終了後，戦時中荒廃し切った里山の自然環境の維持は極めて重要な意味を持ってい
た。食料増産等の目的で，多くの山林は切りさかれ，荒れ放題のまま放置されてきた。竹林はこうした生態
的空白地帯に侵入して形成されたものが大半で，今日，西南日本のほぽ全域においてみられるモウソウチク
を主体とする竹林は，コナラ，クヌギ，アベマキ，クリなどよりなる落葉樹二次林や植栽されたスギ林など
と共に，防災上の役割をも含めて，都市空間や田園地帯を取りまく緩街地としての重要な役割を果たし，今
日に至っている。こうした緩衝地帯が存在することによって，隣接して存在する落葉樹を主体とする二次林
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の成熟に向けての遷移が確保されてきたという側面がある。
その後の維持・管理は膨大な予算と人力の投資竹林を景観上の理由で伐採することは何ら根拠がないし，
を要する仕事で，公金支出の問題とも併せ慎重でなければならない。
8.法律等現行規制に係わる問題点
計画書p.33には「呉羽丘陵は，県自然公園に準ずる優れた自然の風景地として，昭和42年10月より県定公
園に指定されており，県の規制に基づいて規制される」とある。さらに「又，一部は，富山市の都市公園と
もなっており，都市公園法等の規制も受ける」。「呉羽山の全域と，城山の北側半分は風致地区にも指定され
その環境保全は担保されている」とある。ており，
さらにまた，平成3年度発行の富山県鳥獣保護区等位置図によると，呉羽丘陵の大半の地域は，鳥獣保護
なぜかその記載はない。区に該当するが，
いずれにせよ，呉羽丘陵は，二重三重に保護地域としての指定の網がかけられ，無差別・大規模な自然の
その点の基本的認識に改変，破壊からは厳重に保護・保全されなければならない地域に指定されているが，
も欠如していると断じざるを得ない。
9.「健康とゆとりの森整備計画」に係わる問題点
整備の基本方針の記述は，極めて矛盾に満ちている。
「呉羽丘陵地域全体の開発がゆっくりと進んでおり，大規模開発が目立たないので，丘の包容力はまだ残
されている。しかし，この30年間に行われた丘をめぐる開発の経緯を見ると，必ずしも楽観できる状況とは
言えない」。「自然環境としての丘の保全は，公園計画区域を越えた地域環境全体に及ぶ総合的視点、が要求さ
その一方で，れる」。このような現状認識を示しながら，
開発抑制と農業保全の整合を計る（森が守る）
良好な二次林を再生させ新しいタイプの里山づくりを目ざす（森が生きる）
既存の施設と計画されている施設を森での利用を通じて人々の活力を生みだす（森が結ぶ）
（森が美しい）市街地から望む緑の扉風として生活に結び付いた身近な緑を感じさせる
??????
（森が楽しい）市民にとって身近なレクリェーションの場を提供する
という整備の基本方針を提案している。「新しいタイプの里山づくり」「計画されている施設を森での利用を
通じて…」「身近なレクリェーションの場を提供」，このどれ一つを取りあげてみても，大がかりな開発行為
という視点、がぼやけてしまう。とうてい丘陵地域全体の自然環境を保全する，の影がちらつき，
森のゾーニング（p . 43）は，丘陵全域の自然環境のもつ“質”を考慮することなしに単に地図上に
保全ゾーン
????
生物保全ゾーン
森林保全型活用ゾーン
林内活用ゾーン④ 
農的利用ゾーン⑤ 
⑥ 
これらの区分は生態学
道路修景・修復地ゾーン
の6つのゾーンに区分している（p .44，森の整備ーゾーニングー）。しかしながら，
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的のみならず，土地利用の観点からみた現地の綿密な調査に基づいたものではなく，科学的にも全く意味を
なさない極めてずさんな区分であり，富山平野部に残された唯一ともいえる自然度の高い呉羽丘陵の立地条
件と自然環境，植物群落，植物相，動物・野鳥等の生息環境とその保全に関する根本的理解に欠けたもので
ある。なぜならば，市が指定する②の「景観道路沿道修景・修復ゾーン」には呉羽丘陵の中で最も成熟した
アカシデ・コナラ・ホオノキ・キタコブシなどからなる林分が成立し，本州の日本海側沿岸に片寄った地理
的分布を示す重要な数多くの日本海要素と呼ばれる植物が数多く分布・生育しているからである。
富山市は，すでにこの②地区と，隣接する⑥生物保全ゾーンに区分した地区に対しても，ほとんど無差別
ともいうべき自然破壊を加えている。ヒメアオキ・ショウジョウパカマ・オオイワカガミ・ヤブコウジ・ク
レハザサなど，かつての富山平野の自然植生の一端を代表し，学術的にも価値の高い植物集団は，すでにほ
とんどが壊滅状態ともいえる破壊をこうむってしまった。同時に， 15目34科144種に及ぶ豊富な野鳥， 14種余
りの晴乳動物，ホクリクサンショウウオなどの絶滅危慎種に相当する両生類などの生息環境は，その根底か
ら破壊されてしまった。その責任は極めて重大である。
要するに，富山市が策定した「整備事業」計画書に盛られたゾーニング並びに整備計画は，極めて形式的・
画一的なもので，作文以上の何物でもなく，対象地域の自然環境，立地条件の特殊性，地形，土壌はもとよ
り，生息・生育する動植物相の全体並びに，その生態分布等に関して最低限必要とされる何ら具体的な科学
的情報が欠落し，事業対象地域の自然環境の重要性に関する根本的理解が欠如した状態で，自然破壊が実施
されたことになる。
10.森林空間整備計画の問題点
基本計画の中では，新しい里山づくりを呉羽丘陵の森林空間整備の基本方針として，次の3つを柱として
いる。
② 山の緑へ連担する自然の秩序を守り，存在基盤としての森を保護，保全，育成する。
② 市街地からの自然景観を重視し，常に市民の森へ対する意識を啓発し，森とのかかわりを誘導する
③ 前項でゾーニングされた丘陵をその目的に応じた森の整備の方向を検討し，森の有効利用を計る。
具体的な整備計画の中では，①落葉樹林，②常緑樹林，③スギ林，④竹林，⑤畑地・果樹園，⑥草地の6
つの区分ごとに整備計画を記述している。そのうち，①落葉樹林の整備計画は，明らかに今回の大規模自然
破壊の下敷きとなったもので，
(1) 「陵南側を中心に動植物等自然度豊かな二次林を整備し，自然保護的スタンスでもっぱら教育的レク
リェーションゾーンとする」とあるが一体，何を意味するのか，全く理解不可能な記述である。
(2) 「緩斜面地を中心として林内林床を整備し，林間レクリェーションが可能なゾーンとする」となって
いるが，大規模な林内下層の植生（ヒメアオキ，ショウジョウパカマ，オオイワカガミなどの重要な要
素が多い）と土壌層の破壊は，こうした全く自然環境や植生に配慮することなしに，無差別に実施され
たことになる。
(3) 「景観道路沿いの現存のアカマツやツツジ林を整備拡大し，沿道景観を形成する」と記載されている
が，呉羽丘陵におけるアカマツ・ヤマツツジを主体とする植生は，近年落葉広葉樹林の成熟に伴って衰
退の方向に向かつており，全く自然界における遷移に逆行したことを意図している。
(4) 「全域にヤマザクラ，ホウノキ，クリ，クルミ（？）等を補植し，外からの景観的配慮や付加価値の
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ある木材供給のポテンシャルを上げる」。一体，このような樹木の林内への補植は，はたして可能だろう
か。クリは陰地条件では幼木はほとんど育つ可能性がなく，ヤマザクラは著しく競合能力が低い。クル
ミ（？）とは，一体正確には何を指すのか不明。ホウノキは，補植するまでもなく，数多く自生してい
たが，今回の無差別な伐採でむしろ，林内から排除されてしまった。
経営林としての造林地ならいざ知らず，県定公園の自然林の中で，「付加価値のある木材供給のポテン
シャルを上げる」というのは，一体何をこの人々は目指しているのだろうか。全くもって理解に苦し
む。
(5) 「林床に，林間の利用と対応した郷土種草本によるお花畑を育成整備する」に到っては，あまりの無
知にただあきれるのみである。この程度の計画書によって極めて価値の高い呉羽丘陵の自然の一大破壊
が実施されたのである。公金を支出して行った自然破壊としては，最悪の例であると言わなければなら
ない。
④竹林ー「森の周辺部にかつての集落の裏山林であった竹林を，エリアを限り整備し森の景観アクセン
トとする。又，良質な竹林として竹材やタケノコの生産性の高いものに整備し，市民のレクリェーションへ
の対応を考える」。水源甑養・防災上重要な尾根筋の大面積の竹林の破壊の目的は何か，全く理解不可能であ
る。「現存する竹林は，すべてモウソウチクであり，タケノコ生産用である。かつて竹材林としてあったマダ
ケ林を再生整備する」。一体，このようなことは可能であろうか。一方で竹林を全域から駆除すると宣言し，
再び別の竹林を育成する，作文としても，あまりに矛盾だらけである。
森の整備 具体的整備方法ーとして， p.47～54に図示，解説されている部分は，ほとんど机上の作文以上
の何物でもなく，全く論評に値さえしない。現在，存在している成熟に近い豊かな林内の低木，草本植生を
こうした人為的破壊によって失うことの損失は，あまりに計り知れなく大きい。公金支出によって，こうし
た全く作りごとに近い自然の改変・破壊が行われるとすれば，何をかいわんやである。
11.森林空間付帯施設整備計画の問題点
元来，自然観察ゾーンとは，あるがままの自然環境，植生，植物相，野鳥，小型晴乳類などに直接ふれる
ことが出来るようなゾーンでなければならない。
しかし，本計画では，こうした目的から著しく逸脱した，過剰とも言える施設づくりが立案されている
( p . 55）。
自然観察ゾーンの導入部（p . 56）に施設を計画している。要するに，呉羽丘陵の到る所に付帯施設整備と
いう名の下に，極めて多数の箱モノを建設する計画であることが読みとれる。これだけ多数の過剰な施設が
建設された暁には，呉羽丘陵のもつ自然景観は一変してしまい，貴重な数多くの野鳥の生活空間としての価
値は，ほとんど喪失してしまう可能性が高い。
12.健康とゆとりの森管理運営計画の問題点
基本計画のp.38，管理運営の基本方針の中に，呉羽丘陵の「雑木林は森林遷移の中間ステージであり，放
置しておけば，やがては常緑樹の極相林となるはずである。富山での極相はウラジロガシ主体となる」とあ
るが，これは全くの誤りであると断定せざるを得ない。
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現存植生下層の低木層と林床層の種組成（添付資料－17-1,172）から判断する限り，少なくとも6,000年前
の前期縄文時代をはさんで，かつて丘陵にあった自然植生の大半は，落葉広葉樹を主体とする林分で，ウラ
ジロガシ林が存在していた可能性は極めて低い。
“雑木林”の維持管理計画として「良好な雑木林を維持するためには，多くの労力と，細やかな配慮が必
要であり，下草刈りが主となり，伐採等により光が多くはいるようになった林の中の夏草刈，つる切りであ
る」としている。前述したように，呉羽丘陵の二次林の成熟度を考慮すると，このような植生への干渉は自
然破壊そのものに他ならない。本来，日本列島の落葉広葉樹林の一つの特徴は，イワガラミ，ゴトウヅル，
ヤマブドウ，ツタウルシ，ブジ，マタタビ，ミヤママタタビなどのつる性植物が豊富であることにあり，夏
草刈り，つる切りなどの行為は自然植生の破壊そのものに他ならない。
「新しく植栽する基盤に，土壌改良剤用木炭を埋戻し土に混入することを提案する」に到っては，森林内
土壌層の発達に関して，全く一遍の知識も持ち合わせていないことを暴露したもので，この種の計画書には
その例を見ない程度の低さと断じざるを得ない。
したがって，「呉羽丘陵健康とゆとりの森整備基本計画」と事業は，「呉羽丘陵環境整備基本計画」と併せ
て全面的に見直し，その事業内容を変更し公有財産である呉羽丘陵の管理の改善を求める措置を要請する次
第である。
当会が監査請求を行った事由は，
。「ゆとりの森」整備事業の「基本設計」（業務委託契約）のずさんさを問題にしているわけであ
るから（もちろん伐採施工のひどさをもたらした根幹），これが発表されて 1年を越すと，何らかの
手順的な措置をしないと争うことが困難になるという法律の規定があり，監査請求措置を年内に行
い係争をくいまの問題＞としてキープしたこと（住民訴訟までに行かざるをえないという用意も必
要）
。監査請求という制度が地域社会で忘れ去られているか知られていないし，監査委員に，その権
限行使のレッスンを課す機会でもあること。
監査請求【追加】
(1-1）随意契約の違法性について
。随意契約：建設工事請負契約書（平成3年度及び4年度）の工事譲渡の違法性について
(2) 公有財産の管理・処分について
。伐採木材の処分について
立木は伐採した後の木材になると一般に資産価値を有するが，市有地の雑木については資産価値が評定
されていたのか，また伐採がどのように富山市の公有財産の財産目録において処理され，伐採後の有価性
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がどのように登録されて富山市財政に収入措置されているか，もしそうした措置がなされていないのであ
れば，そのことは県定公園指定のある公有財産における学術的価値の高い財産の管理・処分としては不当
であると考える。よって，この伐採木材が中某木材株式会社などによって処分されたのは明かに不当行為
である。よってこの点を重点的に監査してその処分額の市の財政への返却措置を講じてほしい。添付資料
21-1によれば，それらを記録する証拠とするには適正を欠くと言わねばならない。
。ホクリクサンショウオウの生息・成育箇所の破壊について
また，ホクリクサンショウウオが「絶滅の恐れのある野生動植物の種の保存法」（1993/4施行）での保護
対象に指定されることが，このほど環境庁で決まった。政令で圏内希少動植物種に指定されることにな
り，ホクリクサンショウウオについては捕獲，採取，殺傷，損傷が規制されるほか，譲渡，引渡しも学術
研究目的を除いて原則的に禁止されることになる。また，その生息・成育地域については必要に応じ保護
区を指定され，開発行為などの規制のほか，生息環境の維持復元や個体数を回復するための保護増殖事業
の対象にもなる。このホクリクサンショウウオの生息．成育地は石川県羽咋市，氷見市および呉羽丘陵な
どごくわずかな箇所に限られている。その呉羽丘陵における生息確認箇所が今回の工事によって著しく破
壊されている。ホクリクサンショウウオは羽咋市では天然記念物に指定されるなど希少生物種である。こ
うした保護対象指定は本事業基本計画が策定されかつ実施された時期にはすでに予測できたことである
が，富山市はこのことの配慮、を行わず，呉羽丘陵が有する自然価値を著しく損なったと言わねばならな
い。これは明かに公金の不当支出に該当するとともに，公有財産の価値を損ねたものとして監査項目に付
け加える。添付資料一22。
監査請求中も，自然保護団体及び市民団体と行政との解決に向ける折衝は続けられている。その
一端を，次のFA Xが物語る。
林野庁造山保全謀総括課長補佐辻殿
昨夜，県の林政課主任が見えられました。
話し合ったことは，以下の通りです。
富山県林政課小杉主任来室懇談記録
93/01/27 
PM05: 30-9: 00 
。林野庁から 1月20日に河野・桂木両人が見えていろいろ要望をしているが，この件に関して両人とも話
し合うように言われた。
（コメント）・我々は「監査請求は本意ではない」こと，当初から，本来的にはゆとりの森基本設計が呉
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羽丘陵環境整備基本計画との関係でプロットされているし，伐採区域もそうした関係で設定され，別途
ゲストハウスなどのこれから施設の基本設計が続くように，呉羽丘陵の総合的な開発と整備に係わらせ
て進められているので，環境アセスメントを県要綱の対象云々の問題ではなく行うことが，同丘陵の自
然環境的な意義からして望ましいが，最低限は基本設計で欠落した生態調査を早急になすべき。そのた
めの委員会を設置しようとすることを蹴られて，時期を逸するという行政手順上の指摘を専門家から助
言されて，暮れに急速対処した。
・こういう話合いで解決できるし，出来なければならないと考えている問題だから，国としても予算の
1/2を出している立場から，何らかの解決への指導をお願いした。市の部局にあっては「県の指導指
示が変わらない以上は突っ走るしかない」とし，県は「市のこと」「指導はしている」とする。このまま
だと裁判に誰があげてもおかしくない。これは避けられないかという気持ちで，林野庁に伺った。
。森林の整備については，「荒れたままに委せられない」という認識を持っている。だから，間違っている
とは一概に言えない。
（コメント）・我々が指摘し提言しているのは，ソーニング・工事区と自然保護を要する区域の認識，工
事の乱雑さ（下請け）などの根本的改善であって，そうした見直しで整備事業をやれるということ。
・ホクリクサンショウウオの危ぐ種指定は一昨年にはほぼ予想されてたわけで，その配慮、は建設請負工
事契約や施工にあたって行っておくべきだ、ったが，その後も見回る限り必ずしもきちんと措置されてい
ない。
・全体に渡って，口で言うことと現場で確認できることの「聞き」「違い」があまりに大きい。これはな
ぜ生じるか。現場監督，施工者（人夫）への指示の体制も必要性も，市に認識されていない。千葉教授
だ、って，現場を十分に熟知されているわけではないが，精いっぱいコメントされて，それが先日のKN
Bでの「まだ配慮が足りない」という指摘になったようだ。
。「解決のプログラム」を考えている。そのタイミングなども配慮したい。
（コメント）・それは，県の立場から進めてほしいし，これについてあれこれ申し上げる立場でもない。
ただ，申し上げたいのは，その林野庁が指示ないし示唆された線での委員会であるが，その構成の内容
は問題解決の可否を左右する。各分野（植生生態学・森林生態学・見虫などの・鳥類・地学・文化財と
いったのも）の「学術的な専門家」をちゃんと網羅していること，地元の研究者がちゃんと入っている
こと（それもそうした環境に係わる研究者であって，こじつけて離れた人とかいわゆる委員会常連，そ
して専門家は東京などから呼ぶとかでは，地元の学術的な研究者も自然保護団体も納得しない）。市民各
界代表がはいるのは構わない。
・その委員会は，これまでの工事でのメンテナンスとして原状修復を含む，呉羽丘陵の保全と利用の管
理（メンテ）のためのあり方を検討するのだから，それは平成4年度の「ゆとり予算」の残り，そして
5年度予算の振り替え執行のことはもとより， 6年度以降の対処の件も検討するのはよい。
（ただ，市は「呉羽丘陵整備基本構想」と「環境整備基本計画」を建てており，それを見直すというこ
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とにはいままですごく抵抗しているので，どこまで市都市計画部局の対応が得られるか，林政課として
の指導の枠もあろう。）
・これとは別に，僕らは富山市の緑化審議会（佐々学委員長）に，今回の監査請求の件で審議会として
検討願うことを内容証明付きで申し入れる（た？）ので，この動きも注目している。先日，堀井主幹と
接触した際，緑化審議会にはそうした権限は与えていないというようなことだ、ったが，佐々先生は市長
と掛け合うと仰っていた。
・いずれにせよ，今回の係争では，僕たちだけでなく，いろんな個人や団体の陳情などで，市は公園緑
地課長も上の都市計画部長も号｜っ込んでいて，堀井主幹の口舌に委せて仕舞っている。彼自身は「上や
県の指示がないかぎりは動けない」としている。話合いも最近の彼は感情と小手先攻略が目だ、ってきて
問題解決型ではない。県が解決に乗り出し，指導されることはとてもよいことである。我々は見守りた
しユ。
－我々は，ここまで来た以上，監査請求の結果を待ちましょう。そこで考えたい。
県林政課小杉主任殿
「検討委員会」は，（1）事後処理機関ではない。我々は，当初から，今回の問題の解決は，基本設計のずさ
んさ，施工工事のずさんさにあることに根幹の問題があることを指摘し，専門家を
結集した委員会方式による事業施工の前提をなす現地実態調査を実施することで
の工区・施工の「見直し」にあること。そのための委員会を設置する事を要請して
いる。
(2）委員会の構成は，公正の原則で各分野の専門家を結集した構成であり，予算節約的
にも，地元の専門家重視でいくこと。
以上の観点を，十分に配慮した市との折衝を進められたい。この観点は，佐々先生にもお伝え済みであ
る。
問題を解決する手は，これしかないことを先日に次いで，改めて強調しておきます。なお，林野庁にも，
こうした主旨は重ねてお伝えしております。
以上。
県林政課小杉殿
先ほどの話の内容ですが，下記のように聞き取ったが，間違いがあれば，訂正して頂きたい。
1993/2/4 
AMlO : 00-11 : 30 
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桂木研究室
。県林政課として
(1) 「ゆとりの森整備事業」を間違っているという指導は出来ない。
「基本設計でよい」という専門家もおられるし，日本緑化センターというシンクタンク（専門機関）
がつくった処からでもある。
これまで事業を承認してきた県の立場からも無理。
(2) 呉羽丘陵の「基本構想」「環境整備計画」にまたがる範囲には，行政指導の権限上の範囲からタッチは
出来ないところがある。
以上を踏まえて，「検討委員会」の設置と工事の見直しを市に提案・指導していく。その案を作ってみて，
月曜からちょっと東京（林野庁）に行ってきた。
。その「検討委員会」は，
(1) これまでの工事の問題点を整理し，修復を含む対応も考えている。
(2) これまでの「基本設計」が間違いだと言う前提は立てられないが，具体的な工事の過程で問題が出た
面を「洗う」ことは出来るのではないか。
(3) 平成5年度の予算運用の弾力化を含め，これからの丘陵の全域的（最低限として「ゆとりの森」対象
区域）のメンテナンスのあり方を各方位の専門家を入れて検討したい。その委員会は地元重視をして，
その分野の専門家がいない場合には，よそから呼ぶことにしたい。
（「事後処理の委員会」ととられでもやむを得ないが，それだけではない）
(4) 平成5年度に，県の方で予算手当をして検討委員会設置を市に要請する。その委員会は市の考えや対
応もあるから，緑化審議会の専門委員会にするか（緑化審議会の性格から無理だろうが），別個に設置す
ることかになるだろう。
。以上は，あくまで県の林政課の方針で，この富山市に対する行政指導を富山市がどう対応するかは，市に
判断して貰うしかない。
。現地の現在の工事は，市の判断で進めてられている。県としては細かなことをどうこう言えない。限界が
ある。
O事態がぎりぎりのところに来ているという認識は十分に持っている。
女協議会代表幹事としては，県がもっと強力な行政指導をおこなうことを要請する。そうでなければ，市は
何も変えず，「事後処理」としてしか対処しないからである。
古我々の立場を近く協議して公に発表する。（監査請求結果いかんに拘らず）
富山大学教養部桂木教授殿
(93/2/4 小杉）
県林政課として
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(1）健康とゆとりの森整備事業の基本計画はしかるべき機関（日本緑化センター）に委託し作成されたもの
であり，その計画を認め事業補助金を交付してきた経由を考えても，白紙撤回，全面見直しの指導という
要求には応じられません。
ただ，今後将来を見通した上で検討すべき課題，例えば竹林除伐跡地に見られるキタコブシ，カラスサ
ンショウなど，植栽樹木以外の発生幼樹の保育管理，事業終了後の保育管理，森林レクリエーションなど
の利用，市民ボランティアの参加などの課題について協議していく管理委員会の設置を市に提案する考え
であります。委員会の構成については科学文化センターなどを中心にした地元専門家によるものとし，必
要に応じ県外講師を招請すれば良いのではないでしょうか。更に念を押すようですがこの委員会について
は，基本計画，工事の全面見直しをその＜主目的＞とするものではないことをご承知いただきたいと思い
ます。
(2) もし，市が委員会及びそれに準じる機関の設置を決断したとしても予算年度の関係から平成5年度に具
体化することとなるでしょう。予算措置については市で考えることであり，県が補助金を支出するという
ことはありません。また，委員会の形態，所属については，市の判断によることとなるでしょう。
(3) 県の指導範囲については，健康とゆとりの森整備事業に拘る範囲であり，丘陵全体の施設計画を含めた
整備計画について指導またはコメントする立場になく，市が判断していく問題であると考えます。
明らかに事業の要綱などに違反していると言うことであれば，是正措置を含めた行政指導を取ることとな
りますが，今回の場合はそうでないのであくまでも市に対する提案であり，その実施については市の判断と
いうことになります。
なお，林野庁へはこの問題で出向いたのでなく，他の会議出席のためですので念のため申し添えます。
県林政課主任小杉殿
(1) 「白紙撤回」というより「見直し」という線と，堀井主幹の「一切変更なし」との「スリ合わせ」指
導を可能な限り追求してもよいと思います。（私見）
(2) 予算関係は僕の取り違いでしたね。分かりました。
(3) そこは了解しています。
＊上京の用件，了解しました。
いずれにせよ，堀井主幹の回り方は，良識的な先生からは聾磨をかっています。収拾の障害にさえなっ
て，こじらせて行っています。困っています。
p s.県は県でよろしくお願いします。
桂木
④住民訴訟
70 - 研究年報 XIX巻
拝啓
貴職におかれましては，ますますご健勝のことと存じ上げます。
呉羽丘陵の問題解決にあたっては，先日の貴職宛への「公開質問状」の第l項における「解決のための検
討委員会」の設置が，現局面打開に必要との認識をもって，そのご検討を貴職にお願いしていたのですが，
残念ながら19日付けで発送された「公園緑地課第302号」文書では，その考えがないということになっており
ます。この決定を貴職が行っておられるのか，それとも公園緑地課が貴職の名で行っているのか，私どもに
は定かでございません。
また，もしこれをそのまま受理しますと，貴職並びに富山市として一切の交渉の余地がないということを
私どもに最終通告した形になりますので，もう一度，最後のだめ押しの努力を致したく存じます。こうした
私どもの意向をおくみ取り願えれば幸いです。
さて，第2項と第3項は私どもの懸念でしたが，残念なことに，それの幾つかのことが明るみになり，し
かもいずれも担当部局の職員の裁量に委せるには余りあるものと世間では判断されております。こうしたこ
とが，事態解決の混乱をもたらしはすれども，何の前向きの方向をもたらさないことは自明であります。こ
れだけ社会的に問題が出た以上は，貴職におかれても自らの調査を行い，正確な把握に立たれた事態の適切
な対処を行うよう強く要望いたします。なお，これら第2' 3項は本件解決の前提条件ではございません。
公園緑地課長名公文書での市外の某小学校長への文書送付，ならびにその文面でのKN B番組への「一方
的放映」とする断定など。
貴職におかれて，私どもの気持を十分にお汲み上げのうえ，出訴をめぐる局面選択に熟慮されたご返事を
お願い申し上げます。
富山県富山市長正橋正一様
識者「破壊」に驚く：呉羽丘陵観察会
富山市の事業にぶ然
1993年3月1日
監査請求人拝
呉羽丘陵で行われている「健康とゆとりの森整備事業」の実態を歩いて確かめる「現地観察会」（富山県自
然保護団体連絡協議会主催）が13日，同丘陵で聞かれた。
観察会に参加したのは，約30人。城山の白鳥域祉付近の遊歩道を初めて歩いた参加者たちは，「信じられな
い」など驚きの声をあげた。
佐々学富山国際大学長は「8億円もの税金をかけて，自然を壊している。生態系に配慮して事業を行うと
説明しておきながら，すっかり裏切られた。富山市の役人意識は「明治時代のまま」とぶ然とした表情。
田端秀雄・京大助教授は「事業は狂気の沙汰。これは自然破壊を伴う，典型的な里山問題だ。富山だけの
問題ではなく，全国規模の現象のひとつとして，取り上げるべきた」と話した。
また，国際植生学会副会長の宮脇昭・横浜国立大教授は「下草と低木を切ったので，生態系が壊れた。い
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ずれは高木も枯れる可能性が強い。豪雨や台風で木が倒れ，表土が流れるだろう。表土が流れると，植物は
簡単には再生しない。森としては，最も不幸な姿になった」と指摘し，「今年8月，横浜で聞かれる第15回国
際植物学会議で，日本の恥部として紹介したい」と話していた。
朝日新聞（93/03/14)
環境保全真剣に考える時：
呉羽丘陵事業時代に逆行！
富山で里山考える集会
富山市呉羽丘陵で岡市が進めている健康とゆとりの森事業について議論が高まる中，事業の見直しを求め
ている県自然保護団体連絡協議会が13日，里山の自然を考える市民の集いを県民会館で開いた。呉羽丘陵の
問題では，参加者から市が自然保護団体や専門家の意見に耳を傾けようとしないのは，地球環境を守ろうと
いう社会の流れに逆行しているなどとする声が相次いだ、。会ではまず，京都大生態学研究センターの田端英
雄助教授が里山の生態史をテーマに，里山が担ってきた歴史や現在の都市に近い自然としての役割などにつ
いて講演。さらに埼玉県狭山丘陵などでの保護活動の取り組みについて，同県生態系保護協会事務局長の堂
本泰章氏が報告した。
この後，連絡協議会の桂木健次富山大教授と河野昭一京都大教授が呉羽丘陵での事業の見直しを求める運
動の経過を報告し，討論に入った。討論で堂本氏は話を聞いて，まだこんな行政を行っているのかと驚い
た。埼玉などでは，事業を行う場合には，まず自然保護団体などを入れて計画を立てるようになっている。
そのほうが将来を考えれば行政にとっても得なはずと述べた。田端助教授はある程度人の手を入れるのは分
かるが，ブルドーザーで行ったというのはデタラメ，竹の繁殖は問題だが，呉羽丘陵の場合はコントロール
の仕方があるはずだなどと述べた。 北陸中日新聞（93/3/14)
しかし次のような「最終決断」は避けられなかった。
訴状
干930 富山市五福5264-1
原告 桂木健次
干930 富山市堀端町1-12
富山中央法律事務所
右原告訴訟代理人
弁護人 山本直俊
同 水谷敏彦
干930 富山市新桜町7-38
被告 富山市長
正橋正
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富山市花園町4 1-12 
被告 正橋正一
呉羽丘陵健康とゆとりの森整備事業差止等請求事件
訴訟物の価格金九五万円（算定不能）
貼用印紙額 金八二00円
請求の趣旨
被告富山市長正橋正ーは，富山市の「呉羽丘陵健康とゆとりの森整備事業」の工事の続行及び同整備事
業に関する工事請負契約の締結並びに同契約に基づく公金の支出を，それぞれしてはならない。
二 被告富山市長正橋正一の，「呉羽丘陵健康とゆとりの森整備事業」に関する工事請負契約に基づいて行わ
せた工事は，富山市の公有財産である呉羽丘陵に対する適正な財産管理を怠る違法なものであることを確
認する。
三 被告正橋正ーは，富山市に対し金五億三七九四万五四00円及びこれに対する本訴状送達の日の翌日か
ら支払い済みまで年五分の割合による金具を支払え。
四訴訟費用は被告等の負担とする。
との判決並びに仮執行の宣言を求める。
請求の原因
当事者
原告は富山市の住民であり，被告正橋正ーは同市の市長である。
一 本件整備事業の経緯
1 被告富山市長正橋正一（以下「被告富山市長」という）は，呉羽丘陵環境整備事業の一環として，概
要次のとおり「呉羽丘陵健康とゆとりの森整備事業」（以下「本件整備事業」という）を計画し，一九九
一年九月一O日財団法人日本緑化センターとの間で委託料金一九九八万二000円で本件整備事業の
基本計画および基本設計を策定する業務委託契約を締結した。
「呉羽丘陵健康とゆとりの森整備事業」の概要
事業主体 富山市，
事業地域
事業年度
事業内容
呉羽山，城山等約四五Oヘクタール
一九九一年度から一九九三年度
森林空間整備事業，路網整備事業等
2 次いで被告富山市長は，右財団法人日本緑化センターによる基本計画及び基本設計に従い，次のとお
り工事請負契約を締結して本件整備事業の工事に着手し，引き続き一九九三年度も残工事を予定してい
る。
記
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（契約年月日） （請負業者） （工事内容） （請負金額）
九一年一O月二二日 婦負森林組合 整備その 1工事金六三一三万九000円
同年一二月－o日 中曽根造圏外一名整備その2工事金九七O六万七二00円
右 同 日 西田幸樹圏外一名整備その3工事金六八四七万四四00円
九二年六月五日飛鳥ガーデン 視点場整備事業金三四一一万三六00円
同年九月二五日婦負森林組合 整備その l工事金五O一六万一000円
同年一O月二三目 立山農圏外ー名 整備その2工事金九三00万九000円
右 同 日 飛鳥ガーデン 整備その3工事金三O八三万八二00円
右 同 日 久郷一樹圏外一名整備その4工事金八一O六万一000円
一本件整備事業の違法
1 本件整備事業計画の違法
本件整備事業計画の事業対象地域である呉羽丘陵は富山県県定公園に指定された，自然度が高く学術
的にも価値の高い動植物が多数成育ないし生息している地域であるが，このような地域で整備事業を計
画する時は自然環境，立地条件，動植物相等について事前の十分な調査を行い，事業が自然環境や動植
物に影響を与えないようにしなければならない。ところが，被告富山市長は本件整備事業計画の策定に
あたってこのような事前調査を行わず，また学識者の意見を十分取り入れないまま，形式的，画一的に
事業計画を策定した。その結果，右事業計画に基づく本件整備事業の実施によって呉羽丘陵の自然，動
植物に重大な影響を与え，その壊滅が危ぐされる事態となっている。
被告富山市長は民法第六四四条に基づき善良なる管理者としての注意義務をもって行わなければな
らないところ，本件整備事業計画の策定はかかる義務に違反し，また県定公園において豊かな自然を精
神的，肉体的に享受する市民の権利（環境権）ないし利益を侵害するもので，違法である。
2 工事請負契約の違法
（一）先行行為の違法及び裁量権の逸脱
前記第二項掲記の財団法人日本緑化センターに対する業務委託契約及び請負業者に対する各工事請
負契約はいずれも，右のとおり違法な本件整備事業計画に基づくものであり，従って，違法な先行行為
に基づくものとして違法で、ある。また，当該契約内容は前記のとおり自然破壊を生来するものであるの
で，契約締結につき市長に認められた裁量権の範囲を逸脱した違法な契約である。
（二）随意契約によったことの違法
前記業務委託契約及び同請負契約のうち番号及びの契約はいずれも，随意契約によって締結されてい
る。しかし，地方公共団体が地方自治法第二三四一項及び二項に基づき随意契約の方法によって契約し
ようとするときは，同法施行令第一六七条の二，一項各号所定の要件を充さなければならない。ところ
が，右業務委託契約及び同請負契約は右各号所定のいずれの場合にも該当せず，従って，これら契約は
違法である。
3 財産管理（工事内容）の違法
呉羽丘陵は富山市の自然公物たる公有財産であり，従って，被告富山市長はこれを適切に管理する義
務を負っている。しかるに，前記のとおり本件整備事業の実施により前記請負業者をして呉羽丘陵の貴
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重な樹木などの無差別な伐採，処分及び土壌層の破壊などを行わせ，あるいはこれを放置している。こ
れは，富山市民の貴重な財産である呉羽丘陵の適正な管理を怠る違法な財産管理に該当する。
四代位による損害賠償請求
1 被告正橋正一の不法行為責任
被告富山市長の行った前記違法行為のうち，財団法人日本緑化センターに対する業務務委託及び前記
-o件の工事請負契約はいずれもその代金が全額支出されており，これは違法な公金の支出に該当す
る。また，既に実施済みの工事は違法な財産管理であるから，これらはいずれも富山市に対する不法行
為を構成し，従って，富山市は当該職員たる被告正橋正ーに対し損害賠償請求権を有する。
2 不法行為による損害
右不法行為がもたらした損害は代替性のない無窮の価値を有する自然の破壊をはじめ違法な公金支
出による損害，伐採した樹木等の無償処分による損失及び破壊された呉羽丘陵の原状回復に要する費用
等，金銭では評価し難いほど甚大なものである。これを敢えて金銭で評価すれば，その総損害額は，少
なく見積っても，支払い済みの業務委託料及び工事請負代金の合計額に相当する金額を下ることはな
しユ。
3 そこで原告は，富山市に代位して被告正橋正ーに対し，右業務委託料及び工事請負代金の合計額に相
当する金五億三七九四万五四00円を岡市に支払うよう請求する。
五監査請求の経由
原告は本件整備事業に関する業務委託契約及び工事請負契約並びに呉羽丘陵に対する財産管理に関し，
一九九二年一二月二五日富山市監査委員に対し，地方自治法第二四二条に基づき監査請求をしたところ，
一九九三年二月二二日間監査委員は原告に対し請求は理由がないとする監査結果を通知した。
六結論
よって，原告は地方自治法第二四二条の二に基づき，
1 被告富山市長に対し，
（一）本件整備事業にかかる工事は違法な財産管理に該当し，その工事の続行は呉羽丘陵の破壊を一層進
め回復の困難な損害を生ずることこなるので，同条一項一号により当該工事の続行の差止めを，
（二）また，前記違法な工事請負契約に引き続き一九九三年度分の工事請負契約が予定されており，これ
が締結されれば多額の公金の支出がなされ回復が困難な損害が生ずる恐れがあるので，同条一項一号に
より工事請負契約の締結及びこれによる公金の支出の差止めを，
（三）更に，本件整備事業による工事は呉羽丘陵を破壊し，同丘陵に対する適正な財産管理を怠るもので
あるので，同条一項三号により同怠る事実の違法確認を各求め，
2 被告正橋正ーに対し，同条1項四号により，富山市に対する損害賠償として金五億三七九四万五四0
0円とこれに対する本訴状送達の日の翌日から支払済みまで民法所定の年五分の割合による賠償金の
支払いを求める。
北陸における自治体の環境行政
証拠方法
追って口頭弁論において提出する。
添付書類
訴状委任状 一通
一九九三年三月一九日
富山地方裁判所御中
右原告訴訟代理人
弁護士山本直俊
同水谷敏彦
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以上
なお，別途以下の監査請求が富山市に出された。これも監査請求への回答を不服とした請求人の
うち 4人が原告の「共同訴訟人」として裁判に加わった。
富山県富山市職員措置請求書
富山市長措置に関する監査請求の要旨
請求の要旨
（一） 公金の支出に関する監査請求
婦負森林組合は，平成四年度においても前年度に引き継いて，随意契約した建設工事を第三者に工事
譲渡（下請）し，また第三者はさらにほかに工事譲渡をおこなっているが，このことは随意契約による
限定を著しく外れ，また契約書の約款第七条に整合する条件を充しておらず不当もしくは違法である。
よって，富山市が婦負森林組合と行った建設請負契約は不当もしくは違法であるので，その契約支出全
額を市財政に返還することを要請する。
（二） 財産の管理・処分に関する監査請求
立木材の措置については富山市公有財産管理規則に規定されているにもかかわらず，富山市は呉羽丘
陵の取得市有地の雑木についての資産評定をしておらず，また平成三年度伐採などによる移動に際して
公有財産の財産目録において処理せず，伐採後の有価性について工事請負者に委せて富山市財政に収入
措置されていないのは公有財産の管理・処理を怠たり，また県定公園指定のある公有財産における学術
的価値の高い樹木等の管理・処分としては不当もしくは違法である。また平成三年度工事で破壊した絶
滅寸前種指定（予定）のホクリクサンショウオウ生息地の復旧を行っていない。従って，これら伐採木
材が中越木材株式会社などによって処分された際の措置について調査し，資材価値相当額を市財政へ返
却措置を講ずるよう要請する。
一請求者
右地方自治法第二百四十二条第一項の規定により富山市長の標記事業に関する事務の執行に関し，監査を
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請求いたします。
別紙証明書
請求項目
添付資料
平成五年三月三十日
富山市監査委員
山田 潔殿
高城清治殿
山下 勉殿
和田輝人殿
請求項目
(1）公金の支出に関する監査請求：
本件に関する建設工事請負契約は下記の通りである。
平成4年度分「呉羽丘陵健康とゆとりの森整備（その 1）工事」（添付資料1) 
請負代金額 5,016.1万円（消費税込み）
請負者婦負森林組合
契約方式随意契約
上記は，婦負森林組合を請負者とする随意契約となっている。行われた施工は前年度に引き続いて，そ
の大半を工事譲渡した業者等によって行われた乱雑な手法による伐採とその処分であり，県定公圏内での
施工法とはとうてい言い難く，林床草木や低木層の樹木に至っては植生等への専門的な知識と手法を備え
た施工とは程遠い無差別下草刈り作業を行っている。あえて，この業者を前年度同様に随意契約の請負者
とする適格性があったかどその選定理由が適正であったかを検査願いたい。
その請負代金額はいずれも，富山市契約規則第20条の（1）工事又は製造の請負の金額130万円を大きく
上回っている。国の行う随意契約においては，その上限を超える随意契約に際しては，官報に 3カ月間掲
載しなければならない制約を設けるなど，この種の契約は厳密なチェックによるその履行を認めている
が，この本来の意義は地方自治法施行令ならびに富山市の前規則でも変わりはないと考える。地方自治法
施行令第167条第l項 2, 3, 4, 5, 6および7の措置に基づいた行為であるとはとうてい見なしえず，
また契約書の約款第七条に整合する条件を充しておらず不当もしくは違法である。
また，その予算執行において，末端下請業者等に及んで，（1）業務に係わった人夫の日当・人夫数・日数
（時間数）と具体的な工事現場，工事内容，施工実施期間（日数）を示す領収書（2）機器実使用台数，稼働
時間，それに要した燃料代金の領収書等の証拠書類と策定された事業予算との整合性については，それが
莫大な公金を使った適正な予算執行として適正になされたかの厳正な監査をお願いする。
( 2 ）財産の管理・処分に関する監査請求
本監査請求項目は，公有財産の維持・保存及び運用に関して，用地買収の際に雑木として取り扱ってい
るため補償の対象としなかったので公有財産として取り扱っていないとする。しかし，買収時に雑木（補
北陸における自治体の環境行政 77 -
償の対象としない）としても，それら立木の成育により伐採時点、においては資産価値を有するまでに成育
した樹木が多数あり，それらについては本整備事業着工に先だ、って「富山市公有財産管理規則」第12条の
規定に基づいて実地調査をし，また用途の変更，用途の廃止，所管換えその他必要な措置を講ずるべきで
あった（添付資料2）。同管理規則はその第47条（3）において，その他のものとしての立木材については「材
積に単価を乗じて算出した金額または見積価格」の資産評価を行いそれを公有財産としなければならない
と規定しているにもかかわらず，富山市は呉羽丘陵の私有地取得以降もその該当公有地の雑木については
資産評定しておらず，また平成3年度伐採の木材などによる移動に際しても公有財産の財産台帳において
処理されず（添付資料3），伐採後木材の処分については富山市財政に収入措置をおこなっているかどうか
厳格に監査を要するなど，県定公園指定などのある公有財産における生態学的及び観光資産的価値への市
民の評価が高まった樹木等（添付資料4）の管理を怠り，その処分としては不当もしくは違法である。
また，ホクリクサンショウウオが「絶滅の恐れのある野生動植物の種の保存法」（1993/4施行）での保護
対象に指定され政令で圏内希少動植物種に指定されることになり，その捕獲，採取，殺傷，損傷が規制さ
れ，譲渡，引渡しも学術研究目的を除いて原則的に禁止されることになる外，その生息・成育地域につい
ては必要に応じ保護区を指定され，生息環境の維持復元や個体数を回復するための保護増殖事業の対象に
もなる。このホクリクサンショウウオの生息．成育地は石川県羽咋市，氷見市および呉羽丘陵などごくわ
ずかな箇所に限られている。その呉羽丘陵における生息確認箇所が今回の工事によって著しく破壊されて
いる。富山市はこのことの配慮、を行わないばかりでなく，平成4年度においても産卵場を中心に沢の上下
流およそ百メートルとその周辺の生息地（添付資料5）の修復を行っておらず，呉羽丘陵が有する自然価
値を著しく損なったと言わねばならない。これは明かに公有財産の価値を損ねた不当な公金の支出であ
り，公有財産の管理を怠ったものであるので，この伐採された木材が中越木材株式会社などによって処分
された相当の見積額を，代償措置として富山市財政へ返還するよう要請する。
⑤ 地方自治のー要件：市民参加
地方分権が時代的な課題になっている。地方分権とは，基本的には市民の手の届きやすい基礎自
治体が生活に直結する部分については権力を持っている，という姿の方が健全だとする行政システ
ムの考えで，ただ日本の場合にはこの仕組みが素直に実現され担われるほどに市民の自治意識は必
ずしも高いとは言えない。それは，権力が委譲されないから「政治はお上がやるもの」という意識
から抜けないのか，政治参加意識が低いから権力の委譲が出来ないのか，「鶏と卵」の関係で議論さ
れている。
今回の富山市呉羽丘陵の自然保護をめぐる係争では，自然保護団体及び市民団体は地方自治を否
定しているのではなく，その理念的重要性も十分に理解しながらも，現実の施策課題に関わり，基
礎自治体に「主権在民」を感じえず，次第に自治体行政から疎遠された経由がある。そうした血肉
を担った市民としての感性は，基礎自治体の段階の「官僚ことなかれ」と「お上意識」という守旧
を「蛮行」として許せない。そうした学者や文化人や医者や企業家の市民のネットワークが地域に
生じた。しかもそうした動きが， 55年体制では「保守」といわれてきた部分から行動に移されてい
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て，革新団体などはこうした係争をく身近なコト＞にどう関わらせていいか分からない状況がある。
基礎自治体行政の羅針盤は新しい時代と価値観に対応できなく守旧的で，結局地方の自治体や地域
社会の因習にとらわれ，それによって「中央の開明」の足を号｜いているの感を呈したのが今回の係
争の相関図である。
本件は，神奈川県逗子市でのシロウリガイ化石群の保存についての係争を連想させるが，背景は
違うにせよ開発（整備）の波に呑み込まれていきそうな地方の自然保護の共通課題をもっ。しかし，
逗子の場合は国が開発主体であり，それに対する地方社会の反対運動の中から富野前市長を生み，
さらに運動の後継者が市長に選ばれている。こういった過程の中で逗子市民は，安保政策や逗子の
みどりを守るといった，ある意味ではシングルイッシューの争点を超えて，市民自治の担い手へと
成長していった。逗子といえば，神奈川の中でもそして全国的にも有数の高級住宅都市で，そうい
った意味では，逗子の運動の担い手も55年体制によるいわゆる革新層ではなかった。しかし，提起
していることは非常に革新的であり，自治体のあり方に一石を投じることが多かった。
それに対して，富山の状況は大きく違う。運動の背景，地域性の違いなのか，その分析は深めら
れなくてはならない。逗子市のケースには一つの可能性をもつが，まだ地縁と血縁のムラ社会にし
がらみの地方都市の市民自治のく改革＞指針にはならない。本件の係争を理論的に担う部分は共通
して，「中央省庁の役人の開明的意識に連携と救いを覚えながら，地方に在る」ことのもどかしさを
覚えている。
別件になるが，いま全国の全市町村で策定している「老人保健福祉計画」とか環境基本法では，
地方自治体での計画策定の権限と責任が方向付けられた。こうした時代課題の認識を自治体行政が
t寺っているのであれば，林野庁や県と接触しながら「事業予算をより良きく森林整備＞に使おうJ
と，「改善点」の代替案を出してくる保護団体及び市民組織，それに係わる内外の専門家の呼びかけ
に対してもっと柔軟な対処があってもおかしくはないはず、だったが，そうした提言は，担当部局サ
イドでことごとく「決裁済み」として無視されている。そうした行政の意思決定と対応に対して，
議会人と審議会学識経験者の無力と沈黙もまた目だ、った係争であった。この地域社会の構図を社会
科学がどう学習するかが，地方分権論議の中で問われていくだろう。
おそらく，こうした状況は富山市に限らず，現在の多くの守旧的ムラ社会の色合いの強い地域社
会の縮図だろう。しかし，あまりにも凝縮したコスモスであり，逗子とか都会の白から見た「地方
分権」の見逃しがちな面であろう。地方分権を軽視するのではないが，その前に地方社会にどれだ
けの「主権在民」の土壌が出来ているかを見落としてはならない。社会党やその他の「55年体制革
新」は，こうした面に切り込めなく，抽象的でかけ声だけのスローガンに終わって「無害化」して
いる処にも検討課題が残る。本来ならば（そうした「本来」は幻想だとも言えるかも知れないが），
社会党などが先頭に立ってもおかしくもない係争だと思わないこともないが，「55年体制保守」の中
からこうしたパワーが出てきたということは，社会科学者としての目からきちんと考察しておかな
くてはならない。
都会ではない地方であればあるほど，自前の税収は少ないので，地方交付税や国からの補助金に
依存する割合が高く，財源の面で国に依存して中央から人を受け入れたり，行政指導に乗りやすく
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なり，自治体の目はどうしても住民よりも国に行きがちになる，というのがこれまでの常識的な地
方自治の現状分析論である。確かにそうした議論も現実のある局面（根幹）から整理された議論で
はあるだろう。だが，本件の係争の場合，「行政指導」が地方自治の裁量権という壁に阻まれて実効
的で、なかった面さえある。いまの中央一地方の関係は，行政を担う宮僚の時代認識と意識構造の相
対を抜きにしても論じ得なくなってきてはいないか。地方分権論に「主権在民を否定する方向にあ
る制度を変えようとする動き」として安易に組しえない感である。もちろん現在の中央集権のシス
テムの下で，地方に主権在民が実現されていないからといって，地方分権を否定してしまおうと主
張するのではない。
地方に権力（権限）を与えることで，国の指導だからできないという言い訳の道を塞いでおいて，
その地方がどういう方向に動いていくか，住民がその地方をどういう方向に動かしていくかを見ょ
うという議論も出されている。基礎自治体のうち何割かは立ち居かなくなってもいいとするくらい
の構えがいるというのかも知れない。自治の基盤強化のための市町村合併も必要になるかもしれな
いが，地方中核都市にノミネートされた富山市で，この係争が発生したというのはやりきれない。
福祉・環境行政の分野では，とくに分権の進展が進んでおり，老人保健福祉計画の策定では，基
礎自治体はこの3月までその作業を遂行しなくてはならない。実状では都道府県の行政指導は，「広
域的調整」という新たな権限課題としてではなく，そのマニュアル指導を始めとした「上下関係」
に立たざるを得ない。こうして多くの都道府県等では分権の進展を展望しながら組織再編に取り組
む動きが出ている。富山県でも，県行政懇談会が出した素案に沿って，住民の行政サービス・ニー
ズを政策決定過程に反映させるための機能充実が課題として検討されている。分権の進行が自治体
行政の権限集権に終わらないようにするためには，直接選出される首長の「行政官僚システムJへ
の指導性と議会の権能の再構築，それを地域市民が支える仕組みと住民意識の開明化が絶対の必要
条件となるのでなければならない。富山県の場合，地方分権論（「地方集権」論）を果たして手放し
で喜んでよいものか考えさせられる。
呉羽丘陵の訴訟をめぐる行政の対応を見ていると，そうした感を強くするところである。川崎市
のように行政手順を計画策定，実施プロセスで明示すること，オンプズマン（行政監察官）を置い
て第3者チェックが働くようにしないと，分権の理念とは逆の実態に進んでいくとする懸念すら覚
えるのは，筆者一人ではなかろう。地域民主主義のためにも，地方自治，地方分権のあり方につい
てじっくり考えていかなくてはならない。
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